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地域重要資源の有効利用方式開発に関する研究
(2) カタクチイワシ資源調査

吉岡武志・大村浩一

筑前海では，カタクチイワシ漁獲茄の約90％をあぐり

網漁業によって漁獲している。あぐり網漁業は．冬期に

福岡湾や唐津湾等の内湾域で操業され，漁獲物のほとん

どを「いりこ」に加工して出荷している。この漁業は，

ごち網漁業者が冬期の漁閑期を利用して操業する地域が
多く，漁獲開始時期等の情報を求める声が大きい。そこ
で，カタクチイワシ行源を有効に利用するため，漁業実

態や生態特性を把握し，査源動向の評価に必要な基礎脊
料の収択を目的とする調査を行った。

方 法

カタクチイワシの漁獲紐はあぐり網漁獲脊料の整って
いる福岡市漁協唐泊支所のft料を用いた。

本種の漁況に影聘を与える海洋環境要因の 1つとして，

本種がふ化して間もない仔魚期(10~11月）の水温が考
えられており，1 それによる漁況予測の有効性が示唆さ
れている。2 . 3) また，本漁業の漁獲対象となる群は8月
中旬～10月上旬にふ化したものと推定されておりその

時期の対馬東水道域における産卵餓が筑前海域の漁獲祉
に大きく影響することが知られている訂毎月実施して

いる沿岸定線調査の水温 5. 6および卵仔魚採梨結果を使

用し，今期の漁況予測を検討した。

結果および考察

1.漁況状況
平成8年度の漁獲秘は147トンで，前・平年の0.2倍と

なり，昭和61年以来の不漁となった（図1)。これにと
もない， 1日］統あたりの漁獲罹も前·平年を下回った

（図2)。
このように不漁となった原因として，稚仔魚期におけ

る減耗が考えられる。そのため，稚仔魚期の海洋環境と
産卵の状況をみてみる。まず，秋季水温と漁獲砒との関
係（昭和44～平成8年度）を図3に示す。漁獲屈は図3
の円内にみられるように，10月の水温が21.5-23.0℃で，

11月の水温が19.5-21.0℃と，比較的低水温 で水温変化

が緩やかな年に翡漁となる傾向にある。本年度の10月の
水温は23.2℃で，11月の水温は19.5℃と，円内から外れ
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資源管理等沿岸漁業新技術開発事業

吉岡 武志·消田 弘之 ・内田 秀和•吉田 幹英

筑前海における小型底びき網漁業の平成6年の漁獲批

と漁獲金額は994トンと10.7億円で， それぞれ筑前海沿

岸漁船漁業全体の 4 ％と 9 ％を占める重．要な漁業となっ

ている。＇）本漁業の主要対象漁獲物はエ ビ類であるが．

それ以外にマダイの幼魚が多数混獲されている。2 :ft源

の有効利用の ため． 全長13cm未滴のマダイ幼魚につい

ては再放流が行なわれているが． その作業には労力と時

間を必要とする。 本事業ではその労力を軽減するために．

小型エビ類の漁獲を減少させずにマダイ幼魚の況獲を防

止する小型底びき網の漁具・漁法の開発を行い， 漁業者

ヘ普及させることを目的とした。

平成7年度の調査では． 改良網の検討基磋となる漁業

の実態と現行漁具の特性把握を主目的として調査を実施

した。 また． マダイ幼魚と エ ビ類の網内における移動経

路を把握した。 平成8年度には漁具の改良試験を行った。

方 法

調査では前年度の調査結果（マダイ幼魚は網内の上層

を， エ ピ類は下層を移動すると推察（図1中の矢印））

を踏まえ， どの網部位から最もマダイ幼魚が網外へ逃避

するのかを． 網天井部分を粗目(4節角目） にすること

によって調査した。

調査海域には前年度と同様に， マダイ幼魚の生育場で

あり， 小型底びき網によるマダイ幼魚の混獲が多い， 福

岡県粕屋郡新宮町沖の水深15~30mの 海域を選定した

（図2)。

調査漁具には前年度と同じく， 調査海域で操業する新

宮相島漁協の漁具を使用した。 マダイ幼魚とエピ類の網

外脱出部位を調べるため． 漁具の天井網部分を角目4節

に換え， その上部にカバー網を取り付けたものを使用し

た（図1)。 調査では曳網試験ごとに， 図1中の1 ~ 6

カエシ
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図1 マダイ幼魚とキシエピの推定通過部位

および角目4節網地取り付け位閻
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番のいずれか 1ケ所を角目4節に張り替え， マダイ幼魚

とエピ類の網外への脱出状況（カバー網への入網状況 ）

をみた。 曳網試験では以下に示す条件で行った。 なお，

実施状況は表1のとおりである。

表1

図2

心f,o·

0 ,h 

” 

調査海域

調査 日時および網の条件

調査月日 曳網時刻（曳網時間（分））
角目にした網部位

（数字は図lと対応）

7月24日

7月31日

8月 5 日

9月11日

9月12日

9月26日

19:40-20:40 (60) 

21 : 10-22 : 10 (60) 

23 : 02~23 : 42 (40) 

15 : 39-16: 57 (59) ● I, 峯 3

17: 58-19: 02 (64) 

19 : 31 ~20: 36 (65) 

16 : 04-16: 54 (50) 峯 I

19 : 20~20 : 20 (60) 濠 9

2] : 02~21 : 55 (53)● 3 

18: 44-19: 46 (62)

20: 54~2] : 55 (61)

23 : 00~00 : 00 (60)

19 : 00-20: 00 (60)

21: 03-22: 03 (60)

18: 41~19: 43 (62)

20:41~21 :42 (61)

l

l

l

l

l

l

l

l
l

3

4

5

5

6

2

3
 

※1 昼曳きの調査
※2 角目4節網地ヘライトを照射した調査
※3 16 : 08~ 16 : 27の間は曳網を中断

(※1 ~ 3以外は通常の夜曳き調査）

-99-









我が国周辺漁業資源調査委託事業
(1) 資源状況・卵稚仔調査（アジ， サバ， イワシ類）

吉岡 武志•吉田 幹英・大村 浩一

200海里漁業水域の設定に伴い． 全国的規模で漁業賽

源調査を実施している。 本調査は． この一 環として筑前

海域における重要浮魚脊源の漁獲状況 および生物特性を

把握し．；釦原豊度の評価や適正利用を行うために必要な

基礎賓料の収集を目的とする。

方 法

1. 資源状況詞査

筑前 海域における重要浮魚査源のアジ． サバ． イワシ

類を対象に． 主幹漁業であるまき網漁業の漁獲批調究．

標本船調査 および魚体測定を実施した。 また． 束シナ海

での漁業情報 I I. 21. 3 I も含め． 脊源動向 および生物特性

を検討した。

2. 卵稚仔調査

図1に示した対馬東水道の1~ 5 の定点において毎月
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図1 観測点位笛

卵稚仔採集調査を行った。 また， 平成7年3~6月およ

び 11月においては6 ~15の定点においても卵稚仔採集調

査を実施した。 これ と併せて九州山口各県の調査結果 3

を参考に， 亜要浮魚類の発生状況を検討した。

結果および考察

1. 資源状況調査

まき網漁業における， 主要浮魚3魚種の漁獲最を表に

示す 。

表 まき網漁業による魚種別漁獲乱（トン）

年 アジ類 サバ類 イワシ類

S 52 766 569 461 
53 229 461 730 
54 564 348 445 
55 727 551 187 
56 1,631 553 754 
57 1,246 929 l,191 
58 1,387 1,401 937 
59 516 729 723 
60 2.039 768 1.006 
61 881 1,081 763 
62 2,449 1,643 1,053 
63 1,845 1,385 2,212 

HI 937 1,821 2,041 
2 3,000 720 1,753 
3 4,225 465 1,211 
4 2,867 900 605 
5 3,564 3,599 734 
6 7,248 2,499 1,049 
7 3,559 1,548 185 
8 5,361 1,701 165 

アジ類： 8年度の漁獲祉は5,36 1トンで， 好漁であっ

た6 年度に次ぐ漁獲絨となった。 5年度以降は 3,000ト

ンを上回る 漁 が続いて おり， 査源盟度は高い水準で保た

れていると考えられる。 漁獲物組成をみると， 7年度 と

同様に1歳魚が大部分を占めた。

一方． 沖合域で操業 する大中型まき網漁業の漁獲最も

沿岸域 と同様に， 前年 を上回った。 漁場は束シナ海南部

～対馬沖にかけて形成され， 1 ~ 2歳魚主体で経過した。

脊源水準は昭和56年以降増加傾向にあると考えられる。

サバ類：平成 5年に3, 599 トンの好漁を呈した後はや

や減少傾向にあり． 8年の漁獲乱は1,7 01トン となった。

し か し． 5年度以降の漁獲乱は 1,000トン以上で， 0~ 
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我が国周辺漁業資源調査委託事業
(2) 資源状況調査（ケンサキイカ， ヒラメ， マダイ）

濱田 弘之・内田 秀和

国連海洋法の発効に伴い．

およびTAC（総漁獲可能餞）

方

ABC（生物的漁獲可能批）

の推定を義務づけられる

魚種がそれぞれ選定された。 ケンサキイカ， ヒラメ， マ

ダイは西日本における主要魚種としてABCの推定 が行

われる。 これに伴い． 本県でも沢源解析に必要となる漁

獲砿． 漁獲尾数の推定を行った。

法

1. 1996年の漁獲量推定

国が定めたABC推定の作業手顛に添う た め，

ような迅速な漁獲最推定手法を実施した。 まず， 主要な

9 ~ 1 2漁協の仕切習デー タを収集し， 標記3種について

1996年の月別漁獲砒(D)を集計した。 一方， 1993年の

牒林水産統計から前述の主要漁協の漁獲絨(A)が筑前

海全体の漁獲屈(B)に占める割合(C = A/ B)を算
出した。1996年の主要漁協の漁獲餓をこの割合で割るこ

とによって， 1996年の筑前海全体の漁獲批(D/C)を

算出した。 さらに， この値に主要漁協分の漁獲龍から多乍

出した 月別漁獲割合（年間を1 とした場合の各月の漁獲

批の割合）をかけることによって1996年の筑前海全体の

月別漁獲批を推定した。

以下の

2. i魚獲統計の整理

標記3種について1986~199 5年の漁業種類別月別漁獲

祉を整理し， 1996年の推定値と併せて 最近11カ年の漁獲

醤としてまとめた。

3. 年齢別漁獲尾数の算出

ヒラメ， マダイについて， 最近11カ年の漁業種類別月

別漁獲餓と既往の漁業種類別月別年齢組成 1) か ら筑前海

における最近11カ年の年齢別漁獲尾数を符出した。

結果と考察

1. 1996年の漁獲量推定

ケンサキイカ：1996年の筑前海全体の漁獲椛は1, 102

トンと推定され（表1)， 最近11 年間で最も漁獲絨が少

ない。 漁獲批推定の基とした11 漁協の漁獲拭が全体に占
める割合(C)は61.8％であった。 漁業種類別ではいか
釣， 2そうごち網が大半を占めた。月別にみると（表2),

7月に432トンと年間漁獲祉の約4 割が漁獲され， 6~

8 月で実に年間漁獲屈の6 割が漁獲されている。 すなわ

ち， 6~8月以外の月は非常に漁獲が少なく深刻な不漁

状態であった。 このような傾向は釣， 2そうごちの双方

に認められた。 このように1996年は非常に特異な漁獲傾

表1 福岡県におけるケンサキイカ漁獲批の推定方法

（単位：kg)

1993年
11漁協合計

A 

1993年
筑前海合計

B 

11漁協の
占める割合
A/B=C 

1996年
l]漁協計

D

1996年
筑前海推定値

DIC 

小
ま
敷
刺
い
そ
そ
小
1
2

型 底
き

び き

か
の 他 の

の 他 の 延
型 定 骰

そ う ご ち
そ う ご ち

網
網
網
網
釣
釣
縄
網
網
網

520 
65,370 
29,860 

343 
468,431 

2,551 
゜

14,440 
1,455 

204,334 

6,000 
72,000 
25,000 
3,000 

871,000 
12,000 

゜

71.000 
4,000 

210,000 

0.087 
0.908 
1.194 
0.114 
0.538 
0.213 

0.203 
0.364 
0.973 

700 
25,235 
32,045 

170 
254,658 

2,364 
゜

3,332 
712 

491,790 

8,077 
57,509 
26,829 

1,487 
473,511 
11,120 

゜

16,383 
1,957 

505,427 

合 計 787,304 1.271,000 0.618 650,416 1,102,301 
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海洋牧場新技術導入事業
(1) 天然魚の蜻集調査，人工種苗の滞留調査

激田 弘之 ・ 内田 秀和 ・ 大村 浩一 •吉田 幹英•吉岡 武志・ ニ島 賢二

表1 調査項目，方法と実施年度本研究所では， マダイ査源の同復を目的として， マダ

イ幼魚の生育場である新宮沖海域を海洋牧場化するため

の調査を進めている。 その一 環として， 天然魚， 放流魚

を音響馴致し， あるいは保育礁に蛸渠させることによっ

てその周辺へ滞留させ ， 周辺の漁業による混獲を減じる

構想を立て， 平成6年度から海洋牧場新技術祁入事業を

開始した。

実 施 年 度

本年度は蔽終年度であるので3ケ年の調査結果を総括

して報告する。

方 法

本事業の調査の目的は大きく2つに分けられる。一つ

は音響馴致種苗（人工魚） の放流 効果を明らかにするこ

とであり もう 一つは天然魚に対する保育礁， 滞留礁お

よび音響給餌プイの集魚効果を明らかにすることである。

この目的に添って， 種々の調査を行った（表1)。さ ら

に， 音押給餌システムの改良も 行った。

1. 試験区の設定

上述の目的を達成するために． 以下に示す とおり試験

区を設けた。

調査海域は福岡市束区奈多沖であり， 既設の保育礁2

ケ所を選定し， 一 方の保育礁中央部に音響給餌プイを設

罷した（図1)。 保育礁構造物は6 mX 6 m. 高さ1.2 m

の台形， 中空であり， これが54X114mの範囲内に50基

設置してある。 保育礁に設置した給餌プイでは， 給餌l

分前から給餌終了時まで22 0Hzの単音を断続的に発信し

続けた。給餌ブイで の投餌回数は1 H 4回(8. 10, 14. 

16時）， 投餌祇は1 回当たり2 ~ 4 kgであり， 海底へ沈

降した残餌の批を考慮して調節した。なお ， 音響給餌に

はマダイ用のドライペレット を使用した。また， 比較対

象として2つの試験区の周辺の砂地の海域でも調査を行っ
f` 

‘一0

2. 音響馴致種苗の放流効果

放流時の全長別に効果を把握するため， 平均全長39.

56, 66, 94mmの種苗を腹鰭カットあるい はH型タグで

潟査項目と方法

1. 音響馴致種苗の放流効果
（］） 音響給餌時の放流魚の反応

①音響馴致魚の標識放流

②潜水観察
⑥ピデオ措影

(2) 放流魚の滞留割合
①礁間の砂地のライントラン七クト

潤査
麟育礁構造物への蛸集数計数
③食害魚の胃内容物調査

2. 天然魚に対する保育礁 ． 滞留礁及び
音響給餌プイの纂魚効果
II) 給餌プイ直下における反応

①潜水観察
②ピデオ揉影

12) 音響給餌プイと保存礁の効果
詞間の砂地のラインラン七クト

逍査
②保育礁構造物への蛸集数計数
ヽ③周辺の小型底びき網講査

(3) 広域あるいは長期の効果
①音響給餌プイ区 ． 保脊礁 ． 砂地 3

点への同時標識放流
②礁間の砂地のライントランセクト

魂査
③保行礁構造物への灼集数計数

(4) 滞留礁と音響給餌プイの効呆
①潜水観察（潜水業者）

3. 音響給餌システムの改良
(I) ホ ー ス給餌試験

①潜水観察
(2) ホ ース給餌システムの実用化

①潜水観察

4. 生物学的知見
(l) 成長に伴う魚礁性の変化

↓礁間の砂地のライントラン七クト
詞査

②保介礁構造物への蛸梨数計数
↓周辺の小型底びき調査
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海洋牧場新技術導入事業
(2) 餌料・食性調査

吉田 幹英·油田 弘之・大村 浩一 •吉岡 武志・内田 秀和

マダイ森源の回復を目的とした本事業の一 環として，

マダイ幼魚を音響馴致し， 保育礁の設骰された保護区域

に放流した後， マダイ幼魚の食性を餌料珠境や摂餌実態

等から解明し， 効率的な本事業の推進に打する。

方 法

平成8年9月に 1そうごち網によりマダイ幼魚を採捕

し， 約2週間安静な状態に囮き， 標識としてH型アンカー

タグを背鰭下部の頭邸寄りに装培し， 福吉漁港近くの網

生け野(5 X 5 X2.5m)に収容した。 音響馴致は， 周

波数300 Hzの断続音を配合餌祉の給餌時に放音して行っ

た。

放流は， 9月1 1Hに奈多沖（水深約17m)の（悧ゼニラ

イトプイ社製の音響給餌プイの設骰された海域周辺で行っ

た。

放流海域のマダイの食性を知るために8月8日に福岡

市漁協奈多支所のえびこぎ網により奈多沖でマダイを採

捕し， 全長， 体電， 胃内容物を測定した。 標識マダイの

採捕及び音押給餌プイ周辺に蛸集する魚類の採捕は， 10

月17日に調査船げんかいによる釣獲試験により行った。

釣獲試験は， サピキ仕掛けで， 釣針に沖アミを付け餌に

して行った。 釣り上げた魚類は， 全長を測定し， 胃をホ

ルマリンで固定した後胃内容物を分析した。
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0 10 20K, 
9 9 ,

図1 音響馴致及び音響給餌プイ設置位置．

結 果

8月8日， 奈多沖でえびこぎ網に採捕されたマダイの

全長． 体重を表1に， 胃内容物組成を図2に示す。 マダ

イは． 48個体が採捕され． 全長範囲は5 8- 100mm （平

均78. 5mm)， 体重3.7- 18.4g （平均9.0g)であった。 マ

ダイの胃内容物組成は． 節足動物（アミ類）の割合が最

も窃く52 .7 ％と過半数を占め． 次いで現形動物が20 .0%,

魚類が1.8％であり， 胃内容物が無い空胃の割合が16. 4

％であった。

表1 マダイの全長， 体重

種名 個体数 全長範囲(mm) 体重範囲(g)

マダイ 48 114~182 3.7~18.4 

(3
不

(1.8%) 
魚類/.....
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図2 胃内容物組成

標識マダイ放流後の10月17日に行った釣獲試験での漁

獲物組成を表2に， 漁獲物の胃内容物組成を表3に示す。

マダイは、 6 個体が漁獲され． そのうち 3 個体が標識

魚であった。 漁獲物の組成は． マダイ． カワハギ． チダ

ィ． ベラ． タカノハダイ． ショウサイフグであった。

胃内容物調査の結果は． 漁獲されたすべての魚種で節

足動物のアミ類が優占しており． その他はマアジ． タカ

ノハダイで節足動物． カワハギ． ベラ類で環形動物等で

あった。
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漁海況予報事業
(1) 沿岸定線調査

吉田 幹英・大村 浩一•吉岡 武志・内田 秀和 ・演田 弘之

本調査は． 対馬東水道における 海況の推移と特徴を把

握し． 今後の海況の予察並びに海況 予報の指標とするこ

とを目的としている。

方 法

観測は， 原則として毎月上旬に図1に示す 対馬東水道

の15定点で実施した。観測内容は， 一般気象， 透明度，

水色． 水深． 各層(0. 10, 20, 30, 50, 75, 100, bm) 

の水温塩分及び魚群探知機による魚群探索である。
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図1 観測点位樅

結 果

1) 水温の季節変化

対馬東水道の玄界島 ～ 厳原間(Stn. 1 ~ 5)における

各月の水温鉛直分布， 平年偏差分布を図2~3に示した。

平成8年冬季 1月の水温はやや低めであったが， 2 ~  

3月は平年並みで 推移 した。春季の4月はやや低め 傾向

となり． 5月は平年並み． 6月は平年よりやや高めとなっ

た。

4月の表思水温は12~14℃台で平年より0.1~0.8℃の

低めであった。5月の水温は16~17℃台で平年並みであっ

た。 4月以降 水温上昇期となり 6月には 水温躍形が形成

され始めるが． 本年 6月の水温は19~21℃台で平年より

0.3~2.0℃高めであった。

例年通り 6月から7月にかけての昇温が著しく． 7月

の水温は Stn. 1 ~ 4では22~24℃台で平年よりやや高め．

対馬寄りのStn. 5では21℃台で平年並みであった。

7月から8月にかけての昇温は著しく ， 8月の水温は

26~29℃台で平年より0.1~2.0℃と平年並み ～ やや高め

であった。 8月から9月にかけては緩やかに降温し． 9 

月の水温は24~27℃台で， 対馬寄りのStn. 5では0.7℃

の嵩めであったが， 他の調査点では0.1~1.8℃の低めで

あり， 平年よりやや低めであった。

秋季の10月は23~24℃台で沿岸域のStn. 1 ~ 4 は平年

並み． 対馬寄りのStn. 5ではやや高めであった。11月の

水温は19~21℃台で平年並みであった。

昭和62年～平成6年まで冬季に高水温傾向が続いたが，

今年度は12月には平年並みであったが． 1月～ 3月はや

や高めとなり高水温傾向がみ られた。12月は16~19℃台

で平年並み． 1月は14~17℃台で平年に比べ 0.8~1.6℃ 

高めであった。 2月は12~15℃台で平年に比べて0.6~

1.1℃高めであった。 3月は12~15℃台で平年に比べて

0.8~ 1.2℃裔めであった。

2) 塩分の季節変化

対馬東水道の玄界品～厳原問（Stn. 1 ~ 5)における

各月の塩分鉛直分布， 平年偏差分布を図4~5に示した。

春季の4月の塩分は34.1~34.7台で沿岸寄りのStn. 2 

で平年より0.5程低めである他は平年並みであった。 5

月の塩分は34.5~34.6台で平年並みであった。

6月になると中国大陸沿岸水の増勢に伴って対馬暖流

の表層域は低塩化するが， 今年度は低塩化は認められず．

6月～ 8月まで平年並みであった。 6月は34.3~34.4台

で平年並み ． 7月は33.3~33.9台で平年並み． 8月は沖

合域のStn. 4 ~ 5で31.8~32.l台と平年に比べて0.5程低

めであった他は， 平年並みであった。

9月～11月までは平年並みであった。 9月は33.0~

33.9台で平年並み， 10月は33.1~34.0台で平年並み ， 11

月は34.1~34.2台で平年並みであった。

12月以降の3月までの塩分は ， 平年並みとなった。

12月の塩分は34.2~34.4台で平年並み ， 1月の塩分は
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漁海況予報事業
(2) 浅海定線調査

池内 仁 •本田 清一郎·杉野 浩二郎

この調査は． 昭和47年度から国庫補助事業として行わ

れている。対象海域は北九州市地先の響灘とし． 海況お

よび水質調査を実施している。この調査により， 響灘の

海洋現境を把握し， 窟栄養化現象や赤潮予察等の漁場保

全に役立てるための基礎的な；紆科を得ることを目的とす

る。

方 法

調査は図 1に示す12定点で， 5,  8,  12, 3月に行っ

た。 1調査点の観測庖をOm, 5m, B-lm深の3層

に設定し， 沖合のStn. 6, 7 においては20m深の層を加

えた。いずれの調査も満潮時を挟んだ約3時間内に調査

を終えるように行った。
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図1 調査定点

調査項目として気象， 海象， 水温， 塩分， 透明度， 水

色， DO（溶存酸素）， COD（化学的酸素梢費絨）， 栄投

塩類(DIN（無機三態窒索）， DIP（無機態リン））， ク

ロロフィルa祉， プランクトン沈澱批を観測， 測定した。

結果および考察

Stn. 4（沿痒域：藍島西部海域）， Stn. 6 （沖合域：

白島東部海域） の水質の季節変化を図2に示した。 また，

表層(0 m)における水温塩分， DO, COD. DIN, 

DIPの水平分布をそれぞれ図3~8に示した。

水温： 5月には沿岸域， 沖合域ともに平均値よりも3

℃以上低かった。しかし8月には各調査点とも平均値よ

り0.5℃程度高めで推移した。12月になると再び 平年を

下回り， Stn.4で2.2 ℃, Stn. 6で1.9℃平均値よりも低

い値を示した。3月はStn.4, Stn. 6ともに 1 ℃程平均

値よりも高かった。

水温上昇期の5月には沿岸域で高め， 下降期の12月に

は沖合域で高めの傾向を示した。

塩分：年間を通じて沿岸域， 沖合域両海域ともに平均

値よりもやや高めで推移した。 年間を通じて沿岸域より

も沖合域の方が塩分濃度が高かった。

DO: 8月に両海域で 7.00mg/l以下の比較的低い値を

示した。12月には全ての海域でほぼ一 様な分布を示し t.‘

がその他の調査時には沖合域よりも沿岸域で高い傾向

が認められた。

COD: 5月， 8月は低め， 12月は高めで推移した。

3月はStn.4では高め． Stn. 6では低めで推移した。 例

年ではCOD値が最も低くなる秋季に最も高い値を示し

たことが今年の特徴である。

DIN: 5月， 8月はStn.4, Stn. 6ともに平均値より

も高めで推移した。特に ， Stn.4では5月に平均値より

約 2 µ g-at/l, 8月には約3µg-at/l高い値を示し

た。12月はStn.4では低め， Stn. 6ではやや邸めで推移

した。3月には両地点とも平均値よりも低い値を示し，

特にStn. 6では1.68,u g-at/ lという低い値を示した。

Stn. 6ではほぼ例年通りの季節変動を示したが， Stn.4 

では春夏季に高く， 秋． 冬季に低いという特異な傾向

を示した。

全体に沖合域よりも沿岸域で高い領向があるが8月，

12月には白島周辺水域で比較的高い値が観測された。

DIP: 8月を除き， 両地点でほぽ平年並みで推移した。

8月はStn.4で平均値の4倍． Stn. 6で平均値の5倍と

いう非常に森い値を示した。

透明度の水平分布を図9， プランクトン沈澱批の水 ‘F

分布を図10に示した。
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漁海況予報事業
(3) 漁況調査

吉岡 武志•吉田 幹英・大村 浩一

筑前海におけるアジ． サバ． イワシ類をはじめとする

重要浮魚類の漁況を整理し， 漁況予測に必要な基礎夜料

を得ることを目的とする。

方 法

筑前海における重要浮魚類の漁況を把握するため． 県

下主要漁協の漁業種別． 魚種別． 銘柄別漁獲飛を調査し

た。 まき網． シイラ漬け， 一本釣． イカ釣漁業について

は鐘崎漁協， あぐり網漁業は福岡市漁協唐泊支所， 定骰

網漁業は福岡市漁協志賀島支所， 2そうごち網漁業につ

いては福吉漁協の賓料を用いた。

結 果

平成8年度における重要浮魚類の漁獲誠変化を図に示

した。 なお， 平年値は過去5年間（平成3 ~ 7年度）の

平均漁獲祉を用いた。

1. マ アジ

水深40m以深のほぼ全域を漁場とするまき網漁業（漁

期5~12月）の漁獲批は2,824トンで， 平年の1.2倍とな

り， 平成6年度に次ぐ翌漁となった。 月別の漁獲状況を

みると， 初漁期の5 月に平年の2.3倍となる1,000トンを

超える漁獲となり， その後も 8 月までは平年を上回る漁

獲菌となった。 盛漁期を過ぎた 9 ~11月の漁獲批は平年

を下回ったが， 12月に平年の1.6倍となった。 漁獲物に

ついてみると， 初漁期はゼンゴアジ（尾叉長17~19 cm)

の小型魚が， 7 月以降になると小アジ（尾叉長19~24

cm)とゼンゴアジが主に漁獲された。 また， 12月には

マメアジ（尾叉長17cm未満）のまとまった漁獲がみら

れた。

2. マ サバ

まき網漁業の漁獲批は992トンで． 平年の1,1倍であっ

た。 月別漁獲状況をみると． 初漁期の5 ~ 8 月の漁獲批

が多く． 特に5 月は平年の 3倍を超える漁獲批となった。

漁獲物では漁期を通じてマメサバ（尾叉長24cm未満）

主体で経過した。

3.・ マ イワシ

春期の北上群を対象とするまき網漁業の大羽漁は， 昭

和63年の980トンをビークに急減している。 本年度の漁

獲祉も95トンと． 平年の0.3倍にあ たる低調な漁となっ

た。

4. ウルメイワシ

まき網漁業による漁獲最は15トンで， 平年の0.1倍と

不漁であった。 月別漁獲状況をみると， 4, 5 月に12ト

ン漁獲されたが， それ以外の月ではほとんど漁獲はみら

れな かった。

5 ． カタクチイワシ

沿岸域で操業するあぐり網漁業（漁期11~ 2 月）の漁

獲醤は147トンで， 平年の0.1倍となった。 月別漁獲状況

をみると， 初漁期にあたる11月初旬にまとまった漁獲が

みられたがその後は漁獲が少な く， 昭和61年以来の不

漁となった。 漁獲物の体長組成をみると， 漁獲対象とな

る秋生まれ群(4 ~ 6 cm)とともに， いりこに加工し

にくい春生まれ群(7 ~ 9 cm)と思われる漁獲も多く

みられた。

6. その他の魚種

シイラ漬け漁業によるシイラの漁獲餓は697トンで，

平年の2.5倍と好漁となった。 漁獲は 例年と同じく 6~

10月に多かった。 ヒラマサの漁獲醤は71トンで， 平年の

1. 9倍であった。 例年は5. 6 月に漁獲されるが． 本年

度は11月に多く漁獲された。 また， 10, 11月には錐崎漁

協のしいら漬け漁業者によって標識放流が行われた。 標

識放流の魚体は28~36cmで． 放流場所は沖の島周辺及

び錐崎漁港で行われた。

一本釣漁業によるプリの漁獲批は116 トンで， 平年の

1.7倍となり， 7年度に続いて好漁となった。 月別漁獲

祉をみると， 盛漁期の 6 月に平年の1. 6倍にあ たる72ト

ンの漁獲があった。

定置網漁業によるトビウオの漁獲派は 2 トンで， 平年

の0.5倍であった。 漁獲は例年と同じ く 6 ~ 7 月に多く

-133-







人工魚礁漁場の生産効果調査

吉田 幹英

本調査は人工魚礁をはじめとする礁漁場を総合的に評

価するとともに． 各漁場の漁獲特性， 環境特性等を明ら

かにし． 効果的な漁場造成のための指針作りに資するこ

とを目的とする。

方 法

平成5, 6年度の錨崎漁協の浮敷網漁業の操業日誌を

もとに， 主要魚種の漁獲批の季節変動， 操業場所， 天然

礁・人工礁の利用について考察した。

操業日誌の集計に使用した経営体数は， 4経営体であ

り， 操業場所は 2'x 2' メッシュの漁区区分で行った。

結果および考察

1. 操業場所の分布

年間を通した操業場所の分布を図1に， 水深帯別の操

業頻度分布を図2に示した。

浮敷網の操業は3月から1 2月まで行われており， 3月

から4月にかけての操業は少なく， 盛漁期は5月から8

月にかけてであり， 9月から1 1 月にかけても比較的操業

回数は多い。

年間を通してみた操業場所の分布では， 操業は比較的
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図2 水深帯別の操業頻度分布

広い範囲での操業が見られるが． 操業頻度が高い漁区は，

沿岸部に高く． 沖合部に低い傾向が見られ． 沿岸部では

白島周辺海域から遠賀川の流入する沿岸域にかけての海

域大島西側海域姫島周辺海域に高い傾向が見られた。

沖合部では． 沖ノ島東側海域から北の曽根にかけての

海域が比較的高くなっているが． 沿岸部に比べると頻度

は低い。

また． 操業場所の水深帯別の頻度は． 30-40m深の海

域が最も 利用頻度が高く． 次に2 0-30m深の海域で高く

なっている。 沿岸部の1 0m以浅や， 60m以深海域での操

業頻度は低い傾向にあった。 つまり， 操業場所は． 陸岸

からlOKm程度の海域が中心であり， それよりも極近い

沿岸部や． 距離の遠い沖合部での操業割合は低い傾向に

あった。

2. 主要魚種の漁獲量の季節変動

浮敷網で漁獲される主要魚種の月別． l統当たりの漁

獲批を図3に． 月別の魚種組成を図4に示した。 図示し

た主要種は． マアジ． マサバ， マイワシ． カタクチイワ

シ． ウルメイワシ． ケンサキイカとスルメイカを含めた

イカ類であり， その他カマス． キビナゴ． カツオ等が 漁

獲された。

平成 6年漁期の浮敷網での主要な漁獲物は． マイワシ．

マサバ． マアジであり． 年間を通して見ると， この3魚

種で水揚羅の75％以上を占めた。
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沿岸水産資源高度利用調整事業
ーイカナゴ資源調査一

吉田 幹英

イカナゴは釣餌料， 加工原料として韮要性 の高い魚種 表1 ギ成9年自主規制内容

である。 漁獲措は昭和50年代前半まで高い水準にあった 用 途 操業期問 実採業H数
が， その後急減し". ；貧源回復を望む漁業者は多い。 本

加工用 H 9. 3. I - 3. 31 20日
調査はイカナゴの生態特性， 脊源状況を把握し， 漁況予 （シンコ）

測や粁源の培妾． 管理に必要な基礎脊科を得ることを目 釣餌用 H 9. 3. I - 6. 30 601:l 
的とする。 （フルコ） （販売規制の設定）

方 法

福岡愕口部周辺海域は， 筑前海におけるイカナゴの主

分布域である。 調査は当海域を対象に， 以下のとおり 実

施した。

1. 夏眠期の親魚分布調査

夏眠期の親魚の分布状況を把握するため， 対象海域に

14定点を設け， 夏眠期の平成8年9月 4 日に 親魚採集調

査を実施した。 漁具は網口95X25cm. 網丈約4mで，

n 部に可動式の爪を備えた試験用底曳網（通称ゴットン

網）を用いた。 曳網は2ノット， 3分曳で， イカナゴが

潜砂する夜間に行った。

2. 稚仔魚分布調査

発生状況を把握するため， 平成9 年 1月20, 271::1に20

点でボンゴネット（口径70cm, 側長3m, 網目500µm) 

による稚仔魚の採集調査を行った。 曳網は， 海而下5m

肘を速力2ノットで， 5分間の水平曳とした。

4. 房丈網漁獲量調査

昭和62年から自粛していた房丈網漁業は． 介源水準の

回復の兆しが見え始めた平成6 年度から自主規制により

貧源水準の維持を図り ながら房丈網漁業を再開した。

本年の自主規制を表1に示すが． 昨年と同様の内容で

あった。操業に当たって． 操業日誌の記般を依頼し， 漁

獲状況の把握と漁獲物の魚体測定を行った。

結果および考察

1. 夏眠期の親魚分布調査

採集された親魚の1本長組成の頻度分布を図1に， 親魚

但し ． 脊源の急減が認められた場合には直ちに終漁する
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図2 夏眠期の親魚分布状況(H 8. 9. 4) 

分布調査の結果を図2に 示す。 イカナゴは14調査点のう

ち11調壺点で採媒された。 調査は玄界島周辺の調査点を

中心に行い． 例年分布品が多い長間礁周辺での調査は．

天候条件が悪く行えなかった。

出現個体数が多かった調究点は． 西ノ浦岬西側の調査

点であり21個体／ 1曳網出現した。
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漁場保全総合対策事業

池内 仁 • 本田 清一郎·杉野 浩二郎

昭和49年度から沿岸漁場環境の 保全を図るため， 水質

調査等の 調査事業（漁業公害調査指禅事業）を実施して

いる。 なお， 昭和60 年度に事業名が漁場保全総合対策事

業と改名された。

さらに， 平成2年度から生物モニタリング調査（海域

マクロベントス調査， 藻場調査）を加え， 漁場棗境の把

握に努めている。 また今年度よりベントス調査点を5点

に改めた。

方 法

1)水質調査

水質調査を4月から3月まで毎月 1 回， 計12回行った。

調査点として， 図1 に示す北九J11から糸島までの沿岸11

点（船上観測， 採水 ）を設定した。 調査項目として表附

(Om) の水温塩分， 透明度， pH, COD, 栄菱塩類

(DIN, DIP, T-N, T-P) 及び底層(B- 1 m) 

DOを測定した。

匹” OOOO 90 90 lO LO ” 

の

機(1 /20mりを使用し，

るいにかけ， 残留物を10％ホルマリンで固定し， 実験室

に持ち帰り， ベントスの種類と個体数および湿重祉を測

1mmメッシュのネットでふ
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図1 水質調査定点

2)生物モニタリング調査

マクロベントス調査を6月及び9月の計2回行った。

5調査点設定調査海域を北九州市若松区脇田地先とし，

した（図2)。 採泥にはスミス ・ マッキンタイヤ型採泥
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0:ベントス調査定点
● ：藻場調査定点

生物モニタリング調査定点

定した。

藻場調査を6月及び9月の計2 回行った。 調査海域を

北九州市若松区岩屋から脇田地先とし， 調査点を5点設

定した（図2)。 潜水による目視及びビデオ撮影観測を

行い， 藻の種類， 生育密度を測定した（表1)。

湊場調査生育密度評価

設 定 条 件 評 価点

点

疎

密

楼

浜 密

1

2

3

4

5

 

生

生

生

生

生

植生が疎らに点在
全体の1/3未満
全体のl/3以上1 I 2未満
全体の1/ 2以上3/4未満
全体の3/4以上

結果および考察

l)水質調査

平成8年度の水質調査結果を表2に示した。
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貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(1) 赤潮調査事業

池内 仁 ・杉野 浩二郎• 本田 清一郎

この事業は，赤潮情報伝達要領に基づいて． 赤潮等 の

発生状況に関する情報の収集および伝達を行うことによ

り， 赤潮等による漁業被害の未然防止または軽滅を凶り，

漁業経営の安定に夜することを目的とする。

さらに ， 福岡湾をモデル海域とし， 福岡湾における赤

潮の発生および増殖を支配する環境要因を調査し， 赤潮

発生予知に必要な前駆現象を把握しようとするものであ

る。

方 法

調査を図1に示す6定点 で， 6月から 9月までの期間

に 計11回行った。 調壺では表層（海面下0. 2m), 2 m , 

5mおよび底陪（海底上lm)の 4 陪について採水し，

水温． 塩分． DIN. DIP, COD, DO, 植物プランクト

ン細胞密度および クロロフィルaについて測定分析した。

プランクトンについては表恩． 2 m, および底陪の 3 層

を採水法で行い計 数し． 生海水中のプランクトン麓とし，

さらに北原式定屈プランクトンネットを底陪 上lm から

表面まで垂直曳きして得た試料を10％ホルマリンで固定

した後． 24時間静骰してプランクトン沈澱址とした。 気

温降水砧および日照時間については福岡管区気象台の

査科 1
1 を用いた。

さらに ， 福岡湾の赤潮モニタリング調査として， 1月
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図1 福岡湾における調査点

から12月までの間に赤潮を形成した構成種と 範囲 ， 発生

期間について調査を 行った。

結果および考察

1. 赤潮発生状況(1 ~12月）

福岡湾における 1 月から12月までの年間の赤潮の発生

件数は 8件であった。 その発生状況を図2に示した。

赤潮と して出現したプランクトンは6屈8種であった。

このうち， 最も多く出現したプランクトンは， 珪藻類の

Skeletonema costatumで， 3件発生した。 当海域で重

要視しているGymnodinium mikimotoiによる赤潮は

認められなかった。

赤潮継続日数別にみると「5日以内」が 4件，「 6~

10日」が 3件，「11~30R」が 1件であった。 赤潮発生

延べ日数は58日間であった。

また， 福岡湾以外の筑前海 では， 玄界灘～饗灘におい

て 4 月25か ら 5 月14日に かけ てNoctilca scintillans 

（ヤコウチュウ）が3.0x l0 3 cells/m lでみられた。

2. 気象環境(6 ~ 9月）

6 ~ 9月の気温， 降水批および日照時間を図3に示し

た。 気温は6月はかなり高め（平年値＋1.6℃) で， 7月

は平年並み，8月はやや高め， 9月は平年並みであった。

降水醤は6月はやや多め， 7, 9月はかなり少なめで

あった。

日照時間は6月はかなり少なめ（平年値の0.6倍）で，

7, 8月は平年並み， 9月はかなり多め （平年値の1. 2

倍）であった。

3. 水質環境(6 ~ 9月）

代表定点Stn. 6（湾奥）及びStn.10 （湾口）の表層の

水温， 塩分， DIN, DIP, 透明度およびCOD並びに底層

のDO, 併せて降水絨（調査 3日前～前日 の積算批）を

図4に示 した。

水温は， 6~7月では湾奥が湾口を上回っている。 湾

奥では23. 4~29.9℃， 湾口では20.3~28.3 ℃の範囲にあっ

た。

-143-











貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(2) 貝毒調査事業

池内 仁 ・杉野 浩二郎•本田 清一郎

近年， アサリ， マガキなどの二枚貝が甜化する 現象が

近県でみられ， 貝類の出荷を自主規制するなどの措骰が

とられている。 そこで， 福岡湾で採捕されるアサリ及び

唐津湾のマガキについて貝類の甜化を監視し，（井せて粛

化原因のプランクトンの発生状況， 分布を把握し， 食品

としての安全性の確保を図る。

方 法

1. 調査水域および調査点

筑前海の調査対象海域を 福岡湾および唐津筍に設定し

た。貝毒検査用貝類の採取位骰と毒化原因のプランクト

ンの採災位骰を図1に示した。
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図1 貝類毒化モニタリング調査点

2. 調査回数

調査は4. 5, 6, 7 ,  9, 12, 1, 2. 3月の延べ

10回実施した。

3. 調査項目および調査方法

(1) 貝毒調査

a. 試 料

アサリ Tapes philippinarum (A.A1>A\ls et REEVE)

マガキ Crassoslrea gigas (TH し SHE•G)

b. 試科の処理

試料は， その 殻長と殻高の最大1直と最小値を測定した。

その後剥き身とし． 約500gを貝毒検査用の検体とした。

この検体を検査するまで凍結保存した。

c. 貝珈検査方法

貝毒検査用の凍結した剥き身のアサリおよびマガキを

財団法人日本缶詰検介協会福岡検査所に搬入し， 貝謝検

究（麻ひ性貝毒PSP, 下痢性貝毒DSP)を委託した。

検介は「麻ひ性貝茄検杏法」（昭和55年7月1 R付厚生

省棗境衛生局棗乳第30号通達） および「下痢性貝毒検査

法」（昭和56年5月19日付厚生省環境衛生局環乳第37号

通達）に定める方法によった。

(2) 環境調査

福岡湾アサリ漁場の沖合海域で水温と塩分を測定し

( 8回）， 唐津湾については水温のみ測定した(2 回）。

(3) プランクトン調査

貝毒調査と同時に表陪と5m)吾を2 l採水し， 20mlに

濃縮・固定し， 毒化原因プランクトンの出現状況を検鏡

した。

結果および考察

1. 貝毒調査

貝甜調査結果を表1に示した。 アサリ及びマガキの可

食部から麻痺性貝毒および下痢性貝毒は全て検出されな

かった。

2. 水質翡査

水質調査結果を表2に示した。

福岡袴の水温は9.4-26.0℃， 塩分は31.26-34.58の範

囲で測定された。

3. プランクトン調査

本年度の毒化原因 種のプランクトンは． Dinophysis

acuminataの1種のみ が出現した。昨年度出現したAlex­

andrium catenella, Dinophysis f ortii, D.caudataは

出現しなかった。

D.acuminataは福岡湾では5 - 7月に出現し， 5月
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響灘周辺海域における環境調査

杉野 浩二郎•本田 清一郎・池内 仁

愕灘海域は． 北九州市のウォ ー タ ー フロント整備構想

による埋め立てや白島石湘備蓄基地建設工事等による漁

場環境の変化が懸念されている。

こ の事業は押灘の水質調査およびプランクトン調査を

行うことにより基礎的な賽料の収択を行い， 今後の漁場

保全に役立てることを目的とする。

方 法

水質調査及びプランクトン調壺を図1に示す Stn. l 

（白州 灯台西）， Stn.2（安瀬泊地沖）， Stn. 3（安瀬水

路西口）の3定点で行った。
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図1 調査定点

1. 水質調査

水質調査を 5, 6, 7, 8, 12, 3月の計6回行った。

調査では北原式採水器を用いて， 表層(O m), 5 m, 

底陪（水深 ー lm)の3陪を採水した。 調査項目として

水温． 塩分， 透明度， 水色， 栄姿塩（無機三態窒索

(DIN)， 無機態リン(DIP))醤を観測測定した。

2. プランクトン調査

プランクトン調査は 水質澗究と同時に行った。 当海域

において昭和60年(19 85年） 7 月に 漁業被害を起こした

赤潮種Gymnodinium mikimotoi (旧Gymnodinium

nagasakie nse)を重要 プランクトンとして， その出現

状況を調査した。

Gymnodinium mikimotoiの遊泳細胞の計数には，

表府の生海水100mlを10µ mのガラスフィルタ ーで約l

叫まで常圧浪縮した後， 全濃縮液について検鏡を行っ

た。

結果および考察

1. 水質調査

水質調査の概要を表1に示した。

表1 平成8年度における水質調査結果

Stn I Stn.2 Stn.3 
調査項目 最低値～最高値 最低値～最高値 最低値、最高他

水温（℃） 13.27 - 26 .70 13 01 ~ 26 70 1 2.5 6 � 27.10 

塩分 32 77 - 34 .58 33 04 - 34. 41 32.93 - 34 47 

DO (mg/I) 6.27、 887 7 21 ~ 9 14 7. 9 2  - 9.15 

透明疫(m) 4 00 - 11 10 550- 7.80 2 50 ~ 9 40 

Dl'.'J (p g-at/l) I 87 - 7.45 1.90 - 4.82 4 67、20 93 

DIP(µg-at/l) 0 06 - 0.41 0 02 ~ 0 13 0 04, 0 22 

水温：水温は各調査点とも3月に最も低くなり ， その

範囲 は12.56~1 3.27℃ ， また8月に最も高くなりその範

囲は26.70~ 27.10℃であった。

塩分：各調査点とも8月に最も低くなり， その範囲は

32.77~ 33.0 4であった。Stn. 1, Stn. 3では 3月に最も

高くなり， それぞれ 34.5 8, 34.47であった。 Stn. 2 では

5 月 が最も高く， 34.41であった。 Stn.1 および3で塩

分濃度の高かった3月に Stn.2 が比較的低い値を示した

のが本年度の特徴的な 事象であった。

透明度：Stn.1 は 4.0~11. lm, Stn. 2は5.5~7.8m,

Stn. 3は2.5~9.4mで観測された。 総じて 透明度の低い

Stn. 3で12月に9. 4mという高い値が認められた。また，

5月から 8月まで 4.0~ 5.5mという比較的 低い値で推移

したStn. 1 の透明度 が12月， 3月に10.20 , 11.1 Omとか

なり高い値を示した。
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水質監視測定調査事業

池内 仁 •本田 清一郎・杉野 浩二郎

昭和42年に公害対策基本法が制定され． 環境行政の指

針として． 環境基準が定められた。 筑前海域は昭和52年

5月． 環境庁から上記第9条に基づく「水質汚濁に係わ

る環境基準」の水域類型別指定を受けた。 福岡県は筑前

海域に関する水質の維持達成状況を把握するため． 昭和

52年度から水質監視測定調査を実施している。

当研究所では福岡県環境整備局の委託により， 試料の

採水および水質分析の一部を担当しているので． その結

果を報告する。

方 法

調査を図1に示した押灘（遠賀川河 n 沖） と玄界灘

（福岡湾口沖）の 2海区に分け， 5 ,  9, 12, 2月の各

月の干潮前と干潮後に 1回づつ． 計8回実施した。 試料

の採水は 0 m. 2 m. 5 mの各層について行った。

調査項目はpH, DO（溶存酸素）． COD（化学的酸素

消枝品）． ss（浮遊懸濁物）等の生活環悦項目， カドミ

ウム． シアン， 有機水銀， PCB等の健康項目． その他

の項目として塩分． TN（総窒素）， TP（総リン）等が

設定されている。 当研究所では生活環境項目， その他の

項目（塩分， TN, TP)の測定および一般気象， 海象の

観測を行った。

なお， 生活環悦項目の大腸菌群数とn ー ヘキサン抽出

物質， 健康項El. 特殊項目（直金属）については福岡県

保他現境研究所が担当した。

130'00' 20' 40'

34'00' ” ↓
.0 

玄界灘
小呂島

大島地島
芍 ヽ

相島

33
゜40'

2
.
 
゜

結果および考察

調査結果の概要を表1に示した。

表1 平成8年度水質監視調査結果

調査項目

水 温（℃）

塩 分

透明度(m)
pH (mg/I) 
DO (mg//) 
COD (mg/l) 
SS (mg//) 

総窒素(µg-at/ /) 
総）ン(pg-at/ l) 

響 酒(Stn. I) 玄界灘(Stn. 2 )
最低値～最裔値（平均値） 最低値～最高値（平均値）

13.0 -18.0 (14 8) 12. 7 - 17.2 04.5)
34.36-34.75 (34.55) 34.32-34.74 (34.51) 
6.8 - 11.3 (9. 1) 6.5 - 17.9 (10.6) 
7.99- 8.28 (8.15) 7.96- 8.28 (8.15) 
7.69- 9.16 (8 66) 8.0 1 - 9.36 (8. 77) 
0.77- 3.20 (]71) 0.66- 3.28 ( 1.71) 
0.1 - 2.3 (0.6) o- 1.6 (0.6) 

1 1.74-26.55 (18.01) 12.32-31.65 (18.71) 
0. 12-0.93 (0.35) 0.1 1- 1.50 (0.39)

水温：押灘の平均値は14.8℃， 玄界灘は14.5℃であり，

海区の差は見られなかった。

塩分：押i難の平均値は34.55, 玄界灘は34.51であり，

海区の差は見られなかった。

透明度：閻灘の平均値は9.lm, 玄界灘は10.6mであり，

玄界灘が上回った。

pH:両海区とも平均値は8.15であった。

DO:響灘の平均値は8.66mg/l, 玄界灘は8. 77mg/ l 

であり． 海区の差は見られなかった。

COD:両海区とも平均値はl.7lmg/lであった。

SS:両海区とも平均値は0.6mg/lであった。

総窒素：響灘の平均値は18.01µ g-at/ l, 玄界灘は18.71

µg-at/lであり． 海区の差は見られなかった。

総リン：響難の平均値は0.35µg-at/l, 玄界灘は0.39

µg-at/lであり， 海区の差は見られなかった。

筑前海域は， 公害対策基本法の第9条により水産1級

を含むA類型の達成維持が指定されている。 その内容を

表2に示した。 調査結果から， 両海域ともA類型の現楼

基準値を満たしていた。

福岡市 0 5km 

図1 調査定点
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小規模漁場保全事業（グミ）

池内 仁 ・杉野 浩二郎•本田 清一郎

筑前海において平成元年にグミの大磁発'-Iグが確認さ

れて以来， 現在まで引き続きグミの生息が認められてい

る。 このグミの大砿発生は漁業操業に以下のような支障

をきたしている。①漁網の網目をふさぎ曳網抵抗を増大

させる。②網に大祇のグミが入ることによって， 既存の

網曳機では揚網できずに漁獲物とともに海洋に投菜する。

③グミが有用魚種とともに混獲され選別作業に支障をき

たす。④有用魚種とグミが混獲される際に生じる魚体の

スレ等によって魚価が低Fする。⑤網に大婿のグミが入

ることによって， 漁獲された有用魚種が窒息死する。

このような漁業障害は漁家経営の安定を妨げ， 漁業就

業者の不安を招いている。特に漁業障害を強く受けてい

る漁業種類は2そうごち網漁業である。

そこで． グミを除去することで漁場としての機能を回

復させ， 漁家所得の向上及び漁家経営の安定を図ること

を目的として， 小規模保全事業を実施した。

方 法

l)事業区域の決定

グミの生息域および生息批は， 大乱発生が確認された

平成元年以降． 毎年変化している。 本事業を効果的に実

施するためには事業前のグミ生息域および生息砒を把握

することが必要である。そこで． 事業前に図1に示した

桁網を用いてグミ生息菰調査を行い事業区域の決定を行っ

た。 曳網条件は原則として曳網速度を1.5ノット， 曳網

3.5で

図1 グミ生息凪調査に用いた桁網

時間を5分とした。

その結果． グミ濃密生息域である玄海灘地区を平成8

年度事業区域に決定し本事業を実施した（図2)。
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図2 平成8年度小規模保全事業区域

・玄海灘地区 ..…• ア， イ， ウ． エで囲まれた範囲

①面積 31.5km' 

②グミ推定生息批

③グミ平均密度

33'52.16' ア ． 北緯

束経130
°

05. 12' 

ウ ． 北緯

東経130
°
09.00' 

33'49.33' 

998.6トン

31.7g/m' 

33
°
49.33' イ ． 北緯

東経130
°

05.12, 

工 ． 北緯

束経130
°

09.00' 

33·52. 16' 

2)事業方法

本事業は． グミ採取専用工事船（漁網で採取したグミ

をエアー リフトで吹き上げ， 船上にて回収する装骰を設

備した船）を用いてグミ採取を行い， 採取されたグミを

土運船に移し完全に死滅を確認した後， 動物性廃棄物の

投菜海域である所定の海域（北緯35·40.00' 東経130
°

40.00'を中心とする半径5 海里の海域）に 海洋投棄し

た。

3)事業効果の判定

事業効果の判定は． 事業後に事業前調査と同様の方法

でグミ生息虻調査を行い， 事業前後のグミ生息砒を比較

して行った。
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漁場生産カモデル開発基礎調査

池内 仁 •吉岡 武志• 本田 清一郎・杉野 浩二郎

1. 目 的

わが国周辺水域の合理的かつ効率的な利用の推進に脊

するため，九州周辺における代表的漁場をモデル海域と

して， 漁場の有する生産力及びメカニズムの把握並びに

モデル化を行うために必要な基礎脊科を整備することを

目的とする。

なお， 本調査は全国6海域で実施されている。

2. 対象海域， 対象魚種及び調査実施機関

表1に示すように， 3海域， 2魚種， 4機関となって

いる。

表1 調査対象海域． 対象魚種及び調査実施機関

対象海域 対象魚種 実施機関 備 考

玄界灘 カタクチイワシ 福 岡 県

五等淮 ，, 長 崎 1̂ [l ‘― 

薩南渦域 マ ア ジ 鹿 児 島 県

水産庁西悔区水研 各海域の統括 ， 指荘

無腹化1栄投塩 I

／ピ＼‘ 栄投摂取

ロ｛手態 I分泌
有槻物

------------ブ-----------:-l|］
/＼

・ クテリ7
一摂食＾

低次栄養段階

3. 調査期間

平成8年度～12年度(5年間）

4. 調査内容

(1) モデル化の目的

1)低次栄養段階の数式化， 定屈化

2)低次栄焚段階に関連する高次栄投段階の数式化．

定屎化

3)カタクチイワシ生態モデルの構築

4)気象（気温日射． 風）， 海況（水温． 流れ）及

び漁獲の変動に対する低次栄投段階． 高次栄養段

階及びカタクチイワシ生態モデルの応答特性の把

握

(2) モデルのフロ ー

図1に示すとおり3コンパ ー トメントに分類した。各

コンパートメントにおける要素は以下のとおりである。

1)低次栄養段階

・物理要素·…••日射， 水温． 流れ， 躍陪深度等

・化学要素……栄養塩， 溶存態有機物， デトリタス

•生物要素……植物プランクトン， 動物プランクトン，

産卵／一ー、＼産卵絨 ， 移送

i摂食
成魚 ）移送 ， 被捕食

漁獲

扉性動物
（大型魚類） J 

高次栄養段階 カタクチイリシ生態モデル

図1 漁場生産カモデルフロ ー
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ノリ養殖の高度化に関する調査

岩渕 光伸・小谷 正幸•藤井 直幹・渕上 哲

平成8年度の ノリ養殖は， 育苗期はほぼllI即調に推移し

たものの， 秋芽生産期における著し い 高水温によって赤

腐れ病が猛威をふるい， 昭和60年以来の大不作に見舞わ

れた。

冷凍生産で は， 1月下旬に珪藻プランクトンの増殖に

ともなう栄養塩批の減少によって色落ちが発生し， 2月

20日には網の撤去が行われた。 し かし 3月5日から3期

作が開始されて約40％の漁場で 網が張り込まれ， 降雨に

よる栄投塩椛の 一 時的な回復によって品質的にも良い も

のが生産された。 3 期作の生産を加えた冷凍生産枚数は

ほぽ平年並みとなった。

一方全国的な不作のために平均単価 は昨年より高くな

り， 最終的な生産金額は17 2位円余りと昨年を上回った。

方法および資料

1. 気象・海況調査

図1に示した19 点について， 9月から翌年3月まで週

2回昼間満潮時に調査した。 調査項目は， 水温， 比重，

無機三態窒素批（栄養塩屎）， およびプランクトン沈殿

祉である。 無機三態窒索屈は既報 1 の方法により測定し

た。 プランクトン沈殿批は図1の奇数点 およびB点の

9 定点について既報 2 の方法により測定した。

気象汽料は製水省九•J11悶試（筑後市羽犬塚）脊料を用

いた。

2' ノリ生長・病害調査

図1に示した19定点について， 海況調究に合わせてノ

リを採集し， 葉長， 芽付き， 色調 および病害程度につい

て観察した。 病状評価については既報 ” の方法に従っ

t·
‘-0 

3. ノリ生産統計

柳川大川， 大和高田および大牟田共販漁連の共販結果

を用いた。
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図1 ノリ投殖漁場と調査定点

結果および考察

1. 気象・海況調査

1)漁期前

気温：月平均気温は， 7月26.7℃, 8月27.6℃, 9月

23.5℃といずれの月も平年並みであった。

日照時間： 7月， 9月は平年よりも多くなった。 8月は

平年よりもやや少 なかった。

降水量： 7月から9月までの合計は421 mmと平年の 約

60％にとどまった。

水温：月平均水温は， 7月25.8℃, 8月27.6℃, 9月

25.8℃といずれの月も平年並みであった。
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地域先端技術共同研究開発促進事業
-DNA解析等によるアマノリ品種の識別技術の開発一

渕上 哲・岩渕 光伸

近年， ノリ投殖業界では生産の安定化を図るため， 病

害耐性や裔品 質などの形質を持った品種の開発が望まれ

ている。 その一方で， 養殖現場においては非常に多く の

品種名が存在しているが， 系統や品種特性が明らかになっ

ているものは数少ない。また最近 は， バイオテクノロジ一

の応用による品種改良が盛んに行われており， 新たに開

発された品種の 特性を的確に評価するためには， これら

既存の品種の整理を行い， それぞれの品種特性を把握し

ておく 必要がある。 そのためには各品種を確実に識別す

ることが必要であるが， アマノリ類の場合， 菜体の形態

は極めて単純であり． また， 環境による変異も大きいた

め． 外部形態での分類は困難である。 そこで， 魚類や高

等植物の分野では研究が進んでいるDNA多型の解析を

アマノリ類に応用して， 確実に品種を識別する技術の開

発が望まれている。

そこで， 本年度はまず葉体からの効率の良いDNA抽

出法について検討を行った 。 ア マノリ類の 葉体から

DNAを抽出する方法としては， 主に プロトプラスト法

及びCTAB法が用いられているが， 本年度は， 超遠心機

を用いずに純度の高いDNAを抽出することが可能とさ

れる 1) プロトプラスト法について検討した。

材料及び方法

1. 核DNAの抽出

①野外養殖葉体からの抽出

試料には福岡1号． FA8 9, HAの3種を用いた。

野外養殖葉体は， 1 996年10月1日に柳川沖で採苗し．

2 5日間養殖したものを20℃で冷凍保存しておき． 実験

に供した。

核DNAの抽出法は図1に示した。 抽出したDNAは．

アガロー スゲルを用いた電気泳動を行って， その質およ

び収屈を確認した。 収址の確認は． A DNAを濃度マ ー

カ ーとしてバンド濃淡の比較により行った。泳動バッファ ー

はl XTAEを用い， 泳動条件は 5 0 V, 1時間とした。

さらに． RNase処理(100µ g/ml. 37℃, 1~3時間）

を行い． 泳動像の変化を調べた。

②室内培投葉体からの抽出

試料には福岡1号， FA8 9, HAの3種を用いた。

室内培姿葉体は， ビ ー カー内において殻胞子をクレモナ

糸に付着させ， lLの枝付きフラスコを用いて， ESS培

地中で通気培投したものを用いた。 培投条件は， 温度1 8

℃， 照度白色蛍光灯下8000[ ux, 日長周期1 1L:13Dとし

た。 培養期間は， 福岡1号が3 6日間． FA8 9が5 7日間，

HAが46日間であった。

核DNAの抽出法は図1に示した。 抽出したDNAは，

野外妾殖葉体と同様に電気泳動を行って， その質および

収紐を確認した。 さらに． RNase処理を行って泳動像

の変化を調べた。

2. 葉緑体DNAの抽出

試料には福岡1号． FA 8 9, HAの3種を用い． そ

れぞれ野外投殖葉体について検討した。野外養殖葉体は．

核 DNAの抽出に用いたものと同じ試料を用いた。

葉緑体 DNA の 抽出 法 は 図2に示した。 抽出した

DNAは． 核 DNAと同様にアガロ ー スゲルを用いた電

気泳動を行って． その質および収益を確認した。さらに．

RNase処理を行って泳動像の変化を調べた。

結 果

1. 核DNAの抽出

①野外蓑殖葉体からの抽出

実験の結果． 全ての試料からDNAが得られた。 電気

泳動の結果は図3に示した。 福岡1号において泳動像の

乱れがみられたが， FA8 9およびHAではみられなかっ

た。 また． 全ての試料において泳動像がスメアになって

おり． DNAの断片化がみられた。 さらに ， 低分子側に

は大屈のRNAが確認されたが， 図4に示すように，

RNase処理を行った後にはほぼ消滅した。

DNA抽 出批は表1に示し た 。 葉 体lg当た り の

DNA抽出醤はHAが2.1µ gで最も多く ， 次い で 福岡

1号が0.9µg, FAS 9が最も少なく0.2µ gであった。
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水産業関係地域重要新技術開発促進事業
ーノリ登殖生産管理技術に関する研究 一

小谷 正幸・岩渕 光伸•藤井 直幹・ 渕上 哲

この事業はノリ養殖において． 秋芽網生産の阻害因子

であるあかぐされ病について． 疫学的手法によりその動

態を追究し． さらに蛍光抗体法を用いて海水中の菌の検

出技術の開発を行い． これを用いて菌の動態をあわせて

追究する。海水中の菌の動態を精査することにより， 登

殖管理による被害軽減策を検討する。これら生産阻害因

子の動態を把握することで漁場管理の再検討を行う。

事業実施は平成8年度から10年度までの 3ケ年である。

本年度は． 過去のあかぐされ病による病害の発生機序

について整理するとともに， 本年度漁期におけるあかぐ

され病の動態及びモノクロ ー ナル抗体を用いたあかぐさ

れ菌遊走子址の漁場における変動について調査検討を行っ

た。

1. 最近の有明海福岡県地先のノリ養殖におけるあかぐ

され病

有明海福岡県地先で行われているノリ投殖はすべて支

柱式であり． 狭溢な漁場を行使して蓑殖をしているため．

密植の度合いは国内で最も高い。このため水温の高い秋

芽網生産期にはあかぐされ病等の病害は． いったん発生

すると， 桜延の速度が大きいため． すみやかに漁場全域

に拡大し， 大きな被害となることが多い。

有明海福岡県地先のあかぐされ病についてはすでに山

下 1

1, 半田 2

) らの知見がある。ここでは昭和60年度から

平成8年度までの12年間の有明海福岡県地先におけるノ

リ生産と病害について整理し． あかぐされ病による病害

の発生機序を整理した。

資 料

生産址は福岡県柳川大川漁連， 大和 高田漁連および大

牟田漁連の共販結果を用いた。

ノリの病害は昭和60年度から平成8年度までの福岡県

水産海洋技術センター 事業報告によった。

水温と比重は福岡県水産海洋技術センター 有明海研究

所のデ ー タを用いた。

結果および考察

1)生産量の推移と病害の発生状況

表1に昭和60年度から平成8年度までのノリ生産の推

移を示した。

総生産数益は昭和60年度から平成2 年度までは増加し，

平成3 年度から 7 年度までほぼ15俗枚と横ばいし， 8年

度に12.8億枚に減少した。

有明海福岡県地先のノリ生産は11月の秋芽網生産期と

12月以降の冷凍網生産期に大別される。11月の秋芽網生

産期と12月からの冷凍網生産期の間には 1週問程度ノリ

網の撤去期間が設定されている。

秋芽網生産は年変動が大きく， 1.1憶枚から5.4位枚ま

での開きがあった。冷凍網生産は昭和60年度から63年度

までは 9億枚， 平成元年以降は10｛意枚を上回った。

昭和60年度から平成8年度までの秋芽網生産のなかで

3億枚を下回った年度は6回あり， ノリ葉体の流失といっ

た大きな被害をもたらした病害は6回で， 全てあかぐさ

れ病であった。

昭和60年度から平成8年度までの冷凍網生産のなかで，

11億枚を下回った年度は6回みられたが． 生産終了の原

因はこのうち5回が栄養塩低下 による色落ちであり，

1回があかぐされ病であった。

あかぐされ病は秋芽網生産， 冷凍網生産ともにみられ

たがその被害は秋芽網生産期で大きく， 冷凍網生産期で

は必ずしも大きくないことが再確認された。

2)秋芽網生産期におけるあかぐされ病の発生状況

昭和60年度から平成8年度までの採苗日， 冷凍入庫開

始日， あかぐされ菌の初認日， あかぐされ病の経過等を

表2に示した。

採苗日は10月はじめの 1 日から 5 日に集中していた。

冷凍入庫は早い年度では10月23日から始まり， 遅い年度

でも29日には開始された。摘採は生長の良かった平成

8年度には10月29日から始まり， 遅い年度でも11月4日

には開始された。

あかぐされ菌の初認は平成8年が最も早く． 10月24日

に菌が検出されており， 遅くても11月4日には菌が検出
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新品種作出基礎技術開発事業
一顕微交雑を用いたアマノリ類新品種選抜技術の開発一

藤井 直幹

アマノリ類の品種改良は選抜育種が従来から行われて

きた。このため生長のよい品種が選抜され， 収祉の増大

が図られた。 その反面， うまみ． 色調などの品質面なら

びに低塩分耐性等， 生長以外の面を対象とした品種の選

抜． および改良は現在のところ行われていない。そこで．

本事業では色素変異体を用いた交雑技術の開発． 養殖品

種を用いた低塩分耐性株の作出を行い， 高品質 品種作出

技術を開発することを目的とした。

方 法

,. 色素変異体を用いた交雑試験

地先海水十ESS 培地で通気培養した25日令のナラワ赤

芽． 40日令のナラワ緑芽の葉体縁辺部をそれぞれ5mm

角に切り取り ， 1 枚ずつ抱き合わせ100µ mのミュラ ー

ガー ゼで挟み固定した後2 lピ ーカ ー で通気培蓑(100

ml/min)を行い成熟化を待った。 両品種の成熟化が確

認され果胞子の放出が始まった時点で， 両品種の葉体切

片を栄養補強海水を入れたシャー レ， およびカキ殻上に

移した。

上記と同じ材料の葉体の縁辺部をメスを用いてそれぞ

れ 1 mm四方の大きさに切り出し， 1枚ずつ抱き合わせ

アガロ ー ス濃度を3.6％に調整したSWM-III改変培地

を重思したシャ ー レ中で静置培養を行った（サンプル数

58)． 培地には抗生物質ペニシリンGカリウム （濃度

O.Olmg/ml)を添加した。 培養条件は温度18℃， 照度

白色蛍光灯下5000l ux, 日長周期llL : 13Dとした。 ゲ

ル中で成熟化が確認された後， 両品種の葉体切片を栄妥

補強海水を入れたシャー レに移した。

2. 交雑種作出のための供試品種の特性把握

ナラワ赤芽， ナラワ緑芽の葉体を試料としてポリアク

リルアミドゲル電気泳動法によりアイソザイム分析を行っ
tヽ

-o 

水分を除いた葉体に葉体湿重屈の4倍批の0.2Mショ

糖溶液を加え乳鉢ですりつぶし， 遠心分離後得た上消を

分子画10,000のセントリカットで濃縮し， 泳動用試料と

した。7.5 ％の分離ゲルに10µ Iの試料を涼加しBPBを

マーカーとして150V · 20mAで約3 時問泳動後， ゲル

の染色を行った。

3. 低塩分耐性株の作出

低塩分条件下で個体選抜を行ったふくおか 1号， オオ

バグリ ーンの選抜株（低塩分耐性株）を用いて低塩分培

地で培養試験を行った。

培養海水はジャマリンUを基本海水とし， 蒸留水を

用いて7 : 3に希釈したSWM-ill改変培地（塩分は20

~22)を用い． 1 lフラスコで通気培養(lOOml/min)

を行った。培養条件は温度18℃． 照度白色蛍光灯下8000

l ux 日長周期llL:13Dとした。採苗基質にはクレモナ

糸を用い， 採苗後15日目にノリ芽を採苗碁質から分離，

培姿した。培地の交換は7日毎に行った。 試験の対照区

としてふくおか1号元株とオオバグリ ーン元株を同じ条

件下で培投試験を行った。

採苗後30日目， 両品種の選抜株と元株の高生長を示し

た上位5個体の最大葉長． 最大葉幅を測定した。

結 果

1. 色素変異体を用いた交雑試験

シャー レに移した7枚のナラワ赤芽の母藻から14個体，

6枚のナラワ緑芽の母藻から114個体の糸状体を得た。

カキ殻上に移した11枚のナラワ赤芽の母藻から5個体．

11枚のナラワ緑芽の母藻からは糸状体を得ることは出来

なかった。シャー レ中の114個体の結果， カキ殻上に移

したナラワ赤芽の母藻から得た5個体のうち1 糸状体は

親株と色調が異なった。 この糸状体は交雑体であると考

えられた。

2, 交雑種作出のための供試品種の特性把握

ゲルの染色の結果を図1に示した。 ナラ ワ赤芽は

GDHで移動度が早く酵素活性も高かった。 ナラワ緑芽

は ADH, MDHで移動度が早く酵素活性も高かった。

MEはナラワ赤芽， ナラワ緑芽で移動度に差は見られな

かったが酵素活性はナラワ緑芽の方が高かった。
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有明海沿岸漁業総合振興対策事業

小谷正幸・岩渕光伸•藤井直幹・ 渕上 哲・ 山本千裕・ 山下耀昌

福岡県有明海区においては．10月から3月にかけて支

柱式によるノリ養殖業が盛んに行われ， 全国有数の生産

地となっている。養殖技術の向上により， 近年， 生産数

屈は15億枚前後と安定してきているが． ここ数年の平均

単価の低迷により生産金額は1601慈円前後で頭打ち状態

であり， 漁家経営が圧迫されてきている。

漁業免許面積は， 昭和58年以降4,0 15ha (22,210.5小

間：小間はノリ登殖区画の単位で．広さは20間XlO間）

と変化していないが．漁業免許内沖側は地盤の低下等に

より水深が深すぎるため， 現行の支柱式姜殖が行えない．

または， 支柱の打ち込み作業が非常に困難である漁場が

あり， 海区全体として漁場価値が低下している。

また． 他種漁業との調整問題や沖側は水深が深いこと

等から現在の漁場の沖側に支柱式養殖漁場を拡大するこ

とは非常に困難である。

また， 労働条件は10月下旬から 2月にかけて行われる

夜間の摘採作業に代表されるように非常に厳しい。特に．

漁期前の 8月から9月の猛暑の中行われる支柱の打ち込

み作業及び漁期終了後行われる撤去作業は． 過酷である。

今回実施した調査は． 現行の免許漁場内で．水深が深

いため支柱式養殖漁場としての価値が低下している沖側

漁場において． 支柱式養殖方式の生産性・作業性を維持

しつ つ， 労働負担が軽く， 低コストで当海区に適した新

支柱式養殖方式（支柱の少数化）の開発を目的として．

養殖導入試験を実施した。

養殖施設の設置及び試験網の管理は． 有明海漁業協同

組合連合会に委託し． 調査は有明海研究所が実施した。

方 法

1. 施設の概要

(1) 設計経過

支柱の材質及び形状（長さ及び地盤に埋設する深さ）

を決定するため． 支柱に作用する荷璽について検討した。

潮流により常時ノリ網に作用する荷重は． 網当たり65

kg, ノリ網 1枚に働く波力は149kgであり． 杭に作用す

る荷重は通常時1.1トン． 波浪時1.7トンが求められ． 杭

にかかる外力は定常ではないために全荷重を支柱 1本で

耐えるように設計した。 その結果， ノリ網10枚を支え

るには長さ21m, 外径318.5mmの鋼製支柱を 4角に配囮

し， 7.5m根入れすることとした。

(2) 試験位置

施設は， 図1に示したと おり， 試験区A, 試験区B

を設け， A区には 1基， B区には隣り合わせに2基(B-

1 ,  8- 2)の計3基を設骰した。 また， 沖側の支柱式

養殖漁場を対照区とした。

支柱設阻作業は， 工事船を用いて表1のとおり実施さ

れた。支柱打ち込み作業はA区は 一 日半， B区は二日

半それぞれ要した。 工事船の曳航． 固定から支柱打ち込

み作業． 撤去， 曳航まで全体工事は五日半を要した。

二
丁

図1 施設設骰位骰
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海面養殖業高度化推進対策事業
ー有明海ノリ養殖業活性化促進事業 一

岩渕 光伸•藤井

本県有明海におけるノリ生産額は約180億円にもおよ

び， 単一漁業としては本県最大であるばかりでなく， 全

国的にみてもノリの主産地として重要な地位を占めてい

る。

ところが養殖に要する経跨は年々増加する一方で， ノ

リの価格はノリ徒殖が盛んになった昭和30年代と変わっ

ていないだけでなく， 有明海における支柱養殖特有の過

酷な労働体系が後継者の参入を拒み， 経営体数は減少の

一途をたどっている。

本事業ではこのような状況を打開しノリ投殖業が抱え

る問題点を解決するため， 生産コストの低減ならびに労

働条件の改善を目指した方策を検討するものである。 当

研究所では品質の向上を図るための乾燥加工条件の改善

を目指した調査と指琳， ならびにコストの削減， 労働の

軽減および漁村環境の改善を図るための加工排水処理技

術の開発について検討を加えた。

前 面 図

1. 

直幹

ノリ加工の乾燥技術改善

方

品質の高い製品ができなくて困っているという生産者

の要請に基づき， 図1に示した乾燥加工小屋内外の10~

15点程度の乾球温度． 湿球温度， 相対湿度， 絶対湿度

等を調査する事によって． 乾燥条件の不良箇所および乾

燥小屋の構造上の欠陥を明らかにし． 乾燥加工工程の改

善を図った。 なお絶対湿度は． 湿り空気線図から求めた。

漁期中多くの調査依頼があったが， 実際に調査を行え

たのは11件であった。 これらの乾燥場の調査依頼理由と

および改善策についてまとめたのが表1であ調査結果．

結

上 面

法

果

る。

調査依頼理由としては， 製品がくもるというものが最

も多く9件であり， 残りの2件が割れるというものであっ
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エツ資源増殖技術開発事業

松田正彦・石田祐幸·上田拓・林宗徳

,.卵稚仔調査

方 法

平成8年5月から9月にかけて筑後川における6 定

点において，ネット曳きによる卵稚仔の定品採楳調査を

行った。

結果及び考察

エツの産卵盛期は6月中旬から7月上旬にかけてとい

う知見が得られているが，本年はこの時期に調壺予定日

の天候不1頓等により調査できなかった。このためこの産

卵盛期をはずした調査結果から総産卵乱は3億8千万粒

と見積もられたが．産卵盛期後のエツ稚魚の出現拭や水

査源公団の調査結果を加えて平成 8 年度の総産卵拙を推

定すれば．前年井みの 2 0億粒前後であったと考えられ

る。

2.海域におけるエッ生態調査

方 法

海域におけるさまざまな漁業種類でエツが混獲される

が．これらのエツを調査することにより海域における移

動生態について明らかにすることを目的とした。図1に

示したように筑後川河口部においてしげ網による採渠を

7月末から 1 2月まで，大牟田沖において竹羽瀬網によ

る調査を8月に．佐賀県太良町の竹羽瀬網による調査を

9月， 1 2月， 3月に，大牟田沖におけるえび三重流し

さし網による調査を9月． 1 0月に行った。

結果及び考察

それぞれの漁法で採集されたエツの体長組成を図2に

示した。しげ網では7月と8月には150~ 200mm, 9月

に約100mmのエツが採集されその後． 1 0月末まで同

一群と考えられるエツが採集され続け，多少の成長が見

られたが． 1 1月の調査ではそれまで採集されていたエ

ツよりさらに小さいものが出現した。

大牟田沖の竹羽瀬調査では8月に250~300mmの大型

表1 過去5年間の推定産卵砧

年 推定産卵祉（祉）

平成4年 2, 241Xl0' 
平成5年 2, 542Xl0' 
平成6年 519Xl0' 
平成7年 2, 587X10' 
平成8年 2, OOOXIO' 

J
-

馴
’ ~ 福岡県

竹羽瀬（大牟用沖）：］い
, h. 

9 

/
‘―

--·\、‘｀ へ。 •
、 竹羽瀬：太良町）.,,,,邑恩ご〉圭ぐ\

竹崎島―
＝里流しさし網

アー、 /ヘ--、

図1 調査点および漁法

群が主体であった。

太良町の竹羽瀬調査では9月～1 1月に200- 250mm,

1 2月には100-300mm, 3月は100~ 150mmと200-3

00mmのエツが採集された。大牟田沖のえび三重流しさ

し網では9月， 1 0月にほぼ200~ 250mmのエツが採楳

された。

しげ網で9月以降採集されたエツは当歳魚と考えられ，

太良町の竹羽瀬に当歳魚と考えられるエツが出現したの

は1 2月であったことから9月以降当歳魚が海域へ出て，
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アサリ資源培養管理適正化方式策定事業

上田 拓•石田祐幸・松田正彦

有明海福岡県地先は， 全国的に有数なアサリの生産地

である。しかしながら， 近年アサリの漁獲砿は減少傾向

にあり， また翌凶の差が激しく漁獲は非常に不安定であ

る。

過去2カ年の試験によって， 小型の稚貝を採集する技

術は確立することができ， 得られた稚貝を陸上施設等で

保護育成する事により， 急激な環境変化や害敵による減

耗を押さえ安定的に種苗を供給することが可能であると

思われる。

一方， 稚貝が箔底する時期や場所についてはまだまだ

不明な点が多く， 効率的な天然稚貝の収梨を行うために

もこの点を明らかにしておく必要があると考えられる。

よって本年度は浮遊幼生や稚貝の分布状況について調査．

検討を行った。

方 法

4月にアサリが生息可能と思われる底質の漁場全域に

おいてじよれんを用いた枠取り調査を行い， 得られた行

料を持ち帰り測定を行った。 アサリの産卵時期である

5, 6, 10月に． 全域において北原式プランクトンネッ

トの垂直曳きにより． 二枚貝浮遊幼生の水平分布につい

て調査を行った。

結果および考察

4月11日に行った全域調査の結果を図1に示す。平成

7年の春生まれ群は一部の漁場で確認された。しか しな

がらほとんどの主要漁場では生息密度は低く， 秋生まれ

群は確認できなかった。賓源的にも非常に低レベルであっ

た。

二枚貝浮遊幼生の水平分布について 図2に示す。 この

時期には， 本海域で査源飛の多いマガキ， ホトトギスガ

ィ． サルポウ， コケガラスガイの浮遊幼生は少ない I)

ので． 大部分がアサリ幼生だと考えられる。 5, 6月に

はほぽ全域で分布が見られた。10月の調査時には． 浅海

域において集中的な分布が見られた。稚貝の生息場所と

浮遊幼生の分布には相関関係は見られなかった。

稚貝の採媒を効率的に行うためには， 生殖線の成熟状

況調査や浮遊幼生調査を行い， 舟底時期を予測し着底稚

貝調査を行う必要があると考えられる。

また外部形態により二枚貝浮遊幼生を同定することは

困難であるが， 蛍光抗体法や， 酵素抗体法等の生化学的

方法を用いることにより大祉のサンプルを迅速に処理す

ることが可能である。

文 献

l)吉田 裕：貝類種苗学， 北隆館， 東京， 101-190

(1964)

/

｀
塁
[][

ぃ〗

図1 平成8年4月11日アサリ査源旅調査
(34号は4 /18に再調査した）

熊本県
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資源管理型漁業推進総合対策事業
一重要甲殻類栽培資源管理手法開発調査（クルマエビ）一

上田 拓•松田正彦・石田祐幸

有明海においてクルマエビは漁業対象種として重要で

あり． 有明海を共有する佐賀， 福岡， 熊本， 長崎の各県

が独自に栽培漁業を展開している。 しかしながら有明海

におけるクルマエビの生態及び漁業実体に関する知見は．

あまり明らかにされていなかった。 本調査では． これら

の4県が統一手法を用いて調究を行い． 将来の共同放流

事業等を含む有明海全域での栽培漁業を展開するための

基礎的事項を明らかにすることを目的とした。

方

1. 漁獲実態調査

標本船調査

げんしき網業者 6名，

法

三重流刺網業者5名に操業日誌

の記帳を依頼し， 漁場利用状況やCPUE ( 1 日1隻あた

りの漁獲揖）等について調杏した。

2. 生態環境調査

1)干潟調査

大牟田海水浴場において， パ ルスエビかき器 を用い月

1 ~ 2回 ， 周年調査を行った。 また， 7月中旬と8月下

旬にクルマエピが生息可能と思われる底質の干渇全域で

調査を行った。 またその際に， クルマエピを採取した地

点で表層5cmをコアサンプリングした後， 飾い分け法

で中央粒径値を， 検知管法で全硫化物低をそれぞれ測定

した。

2)体長測定調査

月 1 ~ 2回の頻度でクルマエビを買い取り，

に関する測定を行った。

体長 等

3. 放流効果調査

金線標識放流追跡調査

大牟田市の陸上水槽に お い て 中間育 成 し た 種苗

105,769尾（平均体長37.0 mm)． 及び， 長崎県松浦市の

中間育成場にて中間育成した種苗16 2,412尾（平均体長

38.9mm)に． Northwest Marine Technology社製の

Binary Coded Wire Tag (22金製のため一 般には金線

標識と呼ばれている。）を装着後． 大牟田地先の海水浴

（

m
エ）

遍
繋
箔

場において7月16~26日にかけて直接放流した。

放流後， 同海水浴場において月2回の頻度でパ ルスエ

ビかき器と小網と呼ばれる手押し網を用いて干潟域での

追跡調査を行った。 9~10月には海水浴場沖合いにお

いて月 2回の頻度で三重流し網を用いて試験操業を行っ

た。 また9月 より月2回の頻度で筑後中部魚市場と大牟

田魚市場において買い取り調査を行い， 合計386 0個体 を

買い取った。

得られた個体については標識確認のため， 計測後すべ

て軟X線撮影を行った。

結果および考察

1 ， 漁獲実態調査

標本船調査

月別の漁獲益t CPUEについて図1に示した。 水温

が上昇する4月より漁獲が始まり， 水温上昇と共に漁獲

址とCPUEは共に増加し9月をビ ー クとして， 減少に

転じ11月でほぼ漁期は終了した。 特に例年に比べると，

6 ~ 7月の漁獲は少なかった。

漁場別漁獲屈の推移について図2に示した。 まず地盤

高が-3 m以浅の浅い漁場である8 での漁獲が始まり，

8月を過ぎるとやや沖合いで水深のある3, 7, 12での

漁獲が増えていくいる様子がうかがえる。 これは， 浅い

ノリ漁場で成長 したエピが， 成長に伴い次第に沖合いヘ

生息場所を変えていったためだと考えられる。
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柳川大川地区大規模漁場保全事業調査

． 

石田祐幸•松田正彦・ 上田拓・山本千裕
．． 

相島 昇・林 宗徳・尾田成幸

本県有明海 においては． 底質環境の悪化等により漁獲

紐が減少傾向にあるため． 漁場環境の保全・改良が望ま

れている。 本調査は． 既往知見をふまえ． 漁場環境調査

や生物生息分布調査等を行うことにより． アサリ， サル

ボウ， クルマエピ． タイラギの生息に適した漁場造成適

地の選定や， 造成予定地での耐久性の検討等を行い， 覆

砂による漁場保全に関する全体計画策定を行うことを目

的とした。

I 環境調査

1 深浅測量

方 法

図1の深浅測益区域(1,200m X 1,500m)において， 音

評探知機(PDR -120型）を用いて50mピッチの測祉を行っ

た。

結 果

測絨結果を図2に示した。 深浅測絨区域は， 有明海の

東北部沿岸に分布する干混（沿岸洲）およびその外縁部

に位置し， 区域の北西部には沖ノ端川から南へ延びる澪

大川 di 福岡県
汎， ＼畑

千

／／
 

三鳩“'

V
V 

vVゾい心v 、'

0 9 9 ふ

図1 調査区域

＊長崎県稔合水産試験場

＊＊福岡県企画板興部
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漁海況予報事業
一浅海定線調査 一

尾田成幸・ 小谷正幸・林宗徳・相島昇

I 有明海湾奥部の海況と水中栄養成分の消長

この調査は． 有明海福岡県地先の海況を把握すること

によって漁場保全及び漁業生産の安定を図り， また． 海

況変動を予測 し漁業生産の向上を図るための基礎脊科を

得ることを目的とする。

平成8 年度調査結果をここに報告する。

方 法

調査は． 毎月1回原則として朔の大潮時（旧暦の1日．

2日の2日間）の昼間満潮時に実施した。 観測 地点は図

1に示す18地点で． 観測層は表庖及び底層の2層で． 沖

合域の6 地点(L, ~L,)では， 表層． 5 m層． 底層の

3層である。

観測項目は一般気象および一 般海象である。 分析項目

は， 塩分， 化学的酸素要求紐(COD)． 浴存酸素(DO),

亜硝酸態窒素(NO, -N) ． 硝酸態窒素(N0 3 -N),

アンモニア態窒素(NH,-N)． 珪酸塩(SiO,-Si),
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図1 調査地点図
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福

燐酸塩(PO,-P) の8項目である。 分析 方法は， 珪酸

塩燐酸塩， 亜硝酸態窒素， 硝酸態窒素， アンモニア態

窒素および塩分は海洋観測 指針 1

) の方法， CODおよび

DOは新編水質汚濁調査指針 2
) の方法に従った。

調査結果

全点平均と平年値（昭和41年度から平成7年度までの

30年間の平均値とする， ただし DOと CODは昭和47年

度から平成7年度までの24年間の平均値とする）の変動

を図2, 表層と底層の平均値の変動を図3, 地点別の水

質変動を図4-1～図4 -10, 九州農業試験場が観測

した筑後市羽犬塚の気温および降水最の旬変動を図5に

示した。

水 温

気温の影響を受け夏季に高く冬季に低い傾向で推移し

た。 全点平均値は， 平年値と比べると， 4, 5月にやや

低めで， 1 1月に著しく高めであった。 それ以外は平年並

みから高めで推移した。

最高値は8月にふの表層で28.4℃， 最低値は 1月に

S1, L1の底層で8.2℃であった。

塩 分

全点平均値は， 平年値と比べると5, 7月に高めで，

6 ,  8, 1, 2月に低めであった。 それ以外は平年並み

で推移した。特に， 5月の塩分は過去10年間で最高値を

示した。

最高値は5月に L8の底層で32.36, 最低値は8月に SA

の表陪で15.51であった。

透明度

全点平均値は， 平年値と比べると4 から6月にやや低

め， 8月に低め， 9. 10月にやや高め， 1 1, 2, 3月に

高めであった。 それ以外は平年並みで推移した。

最高値は2月にL，で5.3m, 最低値は12月 と 1月に

Sl, Sぷで0.4m であった。

D 0 

夏季に低く， 冬季に高い傾向で推移した。 全点平均値

は平年値と比べると4月から8月にかけて高め碁調で推

移し， 特に5月に著しく高めであった。 以後9月にやや
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漁場保全対策推進事業

尾田成幸・林 宗徳・相島 昇

有明海福岡県地先の漁場環境を監視し，漁獲対象生物

にとって良好な漁場環境の維持，達成を図るため．国の

定めた漁場保全対策推進事業調査指針に従い有明海沿岸

域における水質現境及び底質環境を調査したので，平成

8年度の結果について報告する。

なお，水質調査については．昨年度までは陸上からの

巡回による調査を行っていたが，本年度からは県調査船

を用いて海上から調査した。

方 法

1.水質調査

調査は原則として平成8年4月から平成9年3月まで

毎月1回上旬の小潮の満潮前後に．図1に示した14定点

で行った。また，調査時には海岸の漂流物や河川等から

ぷIll町

0 1 2 3km 
� 9 9 ▲ 

10 

●一

図1 水質調査地点

の汚水等の流入についても監視を行った。 採 水層は

0,2.5,5.0,B- lmの4層とし，各調査地点の水深により

決定した。調査項目は必須項目として天候，雲批，風向，

風速（力），気温，水深，透明度，水温，塩分，溶存酸素

(DO)，追加項目としてpH（水素イオン濃度）である。

各調査地点の採水層及び調査項目を表1に示した。

測定及び分析方法は以下の通りである。

水深 ：音押探知法

透明度：セッキ盤（透明度盤）

水温 ：水銀棒状温度計

塩分 ：サリノメ ー タ ー （渡部計器製作所

MODEL601 MK-N) 

DO :ウインクラ ー法

pH : pHメ ー タ ー (TOA MODEL HM-20E) 

表1 各調査地点における採水層と調査項目

採水彫(m)
2.5 5.0 

調査地点
0 0 

Stn. 1 ． 

Stn. 2 ゜

Stn. 3 ゜

Stn. 4 ゜

Stn. 5 ． 

Stn. 6 ゜

Stn. 7 ゜

Stn. 8 ． 

Stn. 9 ゜

Stn. 10 ゜

Stn. 11 ． 

Stn. 12 ． 

Stn.13 ゜

Stn.14 ゜

0•必須項目

0
0
 

0
0
0
0
 

-＿
●
0
0
0
●
0
0
●
o

o

 
.

.

 。

。

B
 

●;·必須項目、追加項目

2.生物モニタリング調査

調査は平成8年5月と平成8年9月の2回．図2に示

した3 定点において行った。採泥はエクマンバ ー ジ型採

泥器（採泥面積0. 0 2 2 5m')を用いて行い．採媒し

た底泥の0 ~ 2 cm層の一部を冷蔵し．実験室に持ち1届っ

た後．粒度組成．COD, TS（全硫化物）の分析に供し

た。残りの底泥は．船上で 1 mm目のふるいを用いて全

ての生物（動物）を選別し．マクロベントスとしてその
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貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(1)モニタリング情報活用事業

林 宗徳・尾田 成幸·相島 昇

国の定めた赤潮情報伝達要項に基づき， 有明海福岡県

地先における赤潮の発生とその分布状況に関する情報の

交換を関係各県の相互間において実施し． その結果を漁

業者等に通報し， 赤潮被害の軽減を図る。

方 法

赤潮情報は漁業者や関係各県の水産研究機関などから

収集した。 この様にして， 赤潮情報を得ると． 調査船を

用いて現場での調査を実施し． この結果を関係機関に伝

達するとともに， 必要に応じて漁協等にも情報提供を行っ

た。

調査項目は赤潮発生の範囲， 水温， 水色． 赤潮原因プ

ランクトンの種類及び発生密度で， 必要に応じて栄養塩

類の分析も行った。

硲
川
町

m 

図1 Thalassiosira spp他(7月8日～ 7月］6日）

プランクトンの計数は． 原則として直接計数法を使用

した。

結

平成8年度の赤潮発生件数は， 前年度よりも1件少な

い4件であった。 赤潮優占種の内訳は珪藻類によるもの

が 2件． 渦鞭毛藻類によるものが1件． 原生動物類によ

るものが1件で． それぞれの赤潮発生状況及び発達状況

を表1及び図1 ～図4に示した。

本海域で最も問題となるノリ養殖時期の赤潮発生につ

いては． 2月17日にNitzschia spを優占種とする赤潮

が発生しただけであったが． 平成8年末から珪藻類が赤

潮状態に近い状態で3月末まで存在していた。

O_____l____L__J km 

果

図2 Mesodinium rubrum他(8月27日）
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貝毒成分・有害プランクトン等モニタリング事業
(2)貝毒成分モニタリング事業

尾田 成幸・林宗徳・相島 昇

この調査は有明海福岡県地先における貝類の甜化の有

無をモニタリングすることで， 食品としての貝類の安全

な出荷を図るとともに， その毒力， 貝毒の出現時期， 貝

毒原因フ
゜

ランクトンの出現動向や発生時期および漁場環

境をあわせて調査することによって， 貝毒の毒化現象と

漁場環境との関連性を検討し， 貝毒発生による漁業被害

の防止を計ることを目的とする。

方 法

調査は， 5月から9月まで， 毎月1回の計5回実施し

た。 調査時期および検体数は表1に示した。

表1 貝舜および毎化原因プランクトンの調査時期と検体数

水域 項 目 種 類／月 5 6 7 8 9 合計

有
麻痺性貝甜 アサリ I 1 1 1 1 5 

および

明
下痢性貝毒 サルポウ - l l l - 3

アレキサンドリウム属
貝毒原因

および 1 2 2 2 l 8 
海 プランクトン

デイノフィシス属

表2に有明海福岡県地先におけるアサリの漁獲砒を示

した。 近年アサリの生産措は極端に減少しており全国的

にも減少傾向にあるが， 当海域では平成3年からやや増

加傾向にある。 アサリ漁業は有明海においてノリ妾殖に

次ぐ主幹漁業であり， 漁獲批も他貝類に比べて多く． 主

要な漁獲物であるので調査対象貝類とした。 また， 貝類

の毒化が全国的に広域化しており， 監視体制を強化する

上で， 当海域でアサリに次ぐ漁獲物であるサルボウも本

年度より調査対象貝類とした。

表2 福岡県有明海のアサリの漁獲溢

年 次 元年 2年 3年 4年 5年 6年 7年

漁獲証 福岡県 725 おl 1,163 1,379 1,350 3,079 6,095 
（有明海）

（トン）全 国 80,732 71,199 65,353 59,038 57,356 46,597 49,466

＊福岡戻林水産統計年報より

調査地点を図1に示した。 調査項目は． 水質． プラン

クトン， 貝毒である。

水質調査については． 表層及び底層の水温． 塩分．

DO, COD及び栄養塩類を測定した。

プランクトン調査については． 表層及び底層の海水

2 lを採取して， ホルマリン100mlを加え静骰沈殿濃縮

を繰り返し20mlに濃縮し． プランクトンの同定 ・計数

に用いた。 同定・計数は， 毒化原因プランクトンについ

て行った。

貝毒調査については． 試科を生剥き身にして凍結保存

し速やかに検査機関に搬入し． 麻痺性貝毒および下痢性

貝毒の検査を行った。 検査は．（財）日本缶詰検査協会

福岡検査所に委託した。

アサリ・サルポウ

0 I 2 3km 
� , . .  

心
回

111
町

図1 調査地点
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赤潮対策技術開発試験
ー海洋微生物活用技術開発試験 一

林 宗徳・ 尾田 成幸・相島 昇

有明海福岡県海域では ， ノリ姜殖が行われる冬季に大

型の浮遊珪藻類を原因種とする赤潮がしばしば発生する。

このため． 海水中の栄養塩類濃度が低下し． その結果．

本海区の主要産業であるノリ養殖では 栄養塩不足に よる

色落ちのため． ノリの商品価値が著しく低下し． 経済的

に 大きな被害を引き起こしている。このため． 赤潮の発

生や終息を的確に予測して適切なノリ禿殖管理を行い，

被害を最小限にとどめることは漁業経営上極めて重要で

ある。本研究では． 当海域でしばしば 赤潮を形成する

Eucampia zodiacusの室内培迷における生理生態を究

明 し． 赤潮防除技術開発の支援技術の一環として基礎的

行科を蓄積することを目的とする。また， Eucampia

zodiacusのAGP試験を行い， 環境要因と組み合わせて

赤潮発生機構の解析を試みることにより AGPの予察の

指標性について検討することを目的とした。

方 法

1. 海洋調査

図1に示した沿岸定点， 沖合定点の2調査点において

平成7年12月から 平成8年 3月 にかけて海洋調査を行っ

た。採水は 表層， 2 m, 8- 1 m の3陪行い， それぞれ，

水温， 塩分， 溶存酸素， 無機三態窒素枇（以下DIN),

浮遊懸濁物批（以下SS)． クロロフィルa磁を測定した。

また， 北原式定掻プランクトンネットを用い， 水深1.5

mから 表陪までの鉛直曳網により採集したプランクトン

の沈殿批を求めた。

2. Eucampia zodiacusを用いた現場海水のAGP試験

試水は平成8年 4月18日， 5 月16日， 6 月17日， 7 月

15日， 8 月15日， 9月12日， 10月15日， 10月30日， 11月

11日， 12月11日， 12月25日， 平成9年 1 月 9日， 1 月24

日， 2 月 6 日， 2 月21日， 3月12日， 3月18日， 3月26

日に図1に示した2調査点（沖合， 沿岸）において採水

した表層水を使用 した。

試験藻は本研究所で無菌化したEucampia zodiacus 

の無菌株を用いた。試験藻は予め swM-m 補強海水で

培養し， 試験開始前1週間は塩分検定用の標準海水で飢

沖合:.i:1.'.(

． 

0 I 2 3km 

図1 調査地点

.,
1

ー
ーlff

 

.
2

1
 

，

餓培養したものを用いた。現場海水は採水当日0.45µ m 

メンプランフィルタ ー で濾過したのち凍結保存しておき

後日まとめて解凍， 0.22µ mメンブランフィルタ ー でi慮

過滅菌した後 ， 550℃ . 4時間の熱処理で有機物等を除

去した5 ml 蛍光光度計分析用試験管に無菌的に5 mlい

れ， 試験藻を約500cells/ml の密度で接種した。培養温

度 は20℃， 光源は太陽光線に近い光質を有するTRUE­

LITET"蛍光管を用い、 照度800/ X, 明12時間暗12時間の

条件下で培養を行った。 また， Eucampia zodiacusの

細胞数と蛍光光度計で求めたクロロフィル批の関係をあ

らかじめ求めておき， 培養試験管を直接， 蛍光光度 計で

クロロフィル屈をもとめ最大増殖時のl ml あたり の細

胞数に換符した値をAGP値とした。
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漁場環境調査指導事業

尾田 成幸・林 宗徳・相島 昇

ノリ時期の海水中の活性処理剤モニタリング

近年， ノリ投殖ではノリ葉体の藻類および雑菌消塀法

として， ノリ網を活性処理剤に浸す方法が用いられてい

る。 ノリ漁場で使用される活性処理剤は ， 有機酸が主成

分で ， 多屈に使用されると 海水 中のpH値を低下さ せる

おそれがある。 従って， 漁場保全の立場から， ノリ漁期

における海水 中のpH値をモニタリングしたのでここに

報告する。

方 法

満潮約1時間前後に採取した海水のpHを測定した。

本年度の活性処理剤の使用期間及び使用時間にあわせ

て， 調査は12, 1月の 7 時～17時の間に行った。 なお

対照として11月に 1回調査した。

結果および考察

調査地点は図1に示した 8 地点である。 海水のpHを

測定した結果， 平成8年度は対照とした11月18日と活性

処理剤の使用期間中の12月から1月の調査結果とを比較

すると， 前年同様に活性処理剤の影響と推察されるpH

値の低下は認められなかった（表1)。 なお， 12)]16日か

ら1 月27日までにpHの上昇が認められたが， こ れは珪

藻プランクトンの増殖による影響と思われる。

海水はそれ自体が緩衝作用を有することや， 有明海

では潮流がきわめて早く， ノリ姿殖 に使われた処理

剤は速やかに拡散混合する事な どから， 過去の調査

で も活 性 処 理 剤 に よ る と 思 われ る pH 値 の 低下は

観測されていない。

しかしながら， 処理剤については使用掻や成分など不

明な点も多く． 今後も監視を続けてゆく必要がある。

z

筑
後
川

●,i，�介地、9は
ロノリ漁場
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．
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図1 測定地点

表1 平成8年度のpHの測定結果

調査点／調査年月日 l]月18日 12月 4日 12月16日 12月30日 1 月 3日 1 月12日 ］月27日
J 8.11 8.18 8.27 8 41 8 6 9  8.41 8.45 
3 8.16 8.13 8.22 8 39 8 46 8.42 8 47 
5 8 19 8.12 8 21 8 37 8.45 8 43 8 45 
7 8.19 8.12 8.24 8 36 8.55 8 43 8.46 
， 8.15 8 10 8 29 8.46 8.50 8 42 8 50 
11 8 15 8.11 8.24 8.38 8 53 8 44 8 48 
13 8. 15 8.11 8.23 8.40 8 48 8 42 8 45 
15 8.18 8.10 8 24 8.36 8.44 8 40 8 43 
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水質監視測定調査事業

林 宗徳・ 尾田 成幸・相島 昇

有明海福岡県地先海域は水質汚濁防止法第16条の規定

に碁づき， 環境基準監視調査水域に定められており． 環

境基準の類型別指定がなされている。 このため本県では

これらの水質維持達成状況を把握するため水質調査を実

施している。当研究所ではこの調査で試料の採水及び水

質分析の一部を担当したのでその結果を報告する。

方 法

図1に示した10定点で調査を行った。試料の採取は満

潮2時間前と満潮2時間後の計2回， 各 調査点の 0 m, 

2 m層で行った。調査は平成8年 5月． 8月． 11月， 平

成9年2月の各月に実施した。 当 研究所担当の調査項目

は 一般気象， 海象． 生活環榜項目．（pH, DO, COD, 

全リン． 全窒素）及びその他の項目（塩素イオン， リン化

合物． 窒素化合物）である。 なお生活環境項目の大腸菌

及びn ー ヘキサン抽出物， 健康項目， 特殊項目について

は保健環境研究所が分析を担当した。

結 果

本年度の類型ごとの要約値を表1に示した。

■ A類刑 ，淵如'.(
● B類JfLi恥代点
.& C類Jfl ，淵化，’.（
□ ノリ漁場

0 I 2 3km 

．

図1 類型別調査点位置図

pHの基準値はA, B類型で7.8~8.3, C類型では7.0

~8.3であり， C類型で75％値において基準値内であっ

たが． A, B類型では75％値で基準値を超えた。 これ は

2月の20検体中17検体が基準値を超えており， この当時．

海域全体で赤潮に近い状態であったためと考えられる。

表1 平成8年度水質類型別要約値

CODの墓準値はA類型で2 mg/ l, B類型 3 mg/ l, 

C類型8 mg/l以下と定められており， A類型で 6検体，

B類型で 1 検体が基準値を上回っていたが， C類型は 基

準値内であった。75％値においてはA, B, C類型とも

基準値内であった。

DOの基準値はA類型で7.5mg/l, B類型で 5 mg/ l, 

c 類型で2 mg/ l以上であり， A類型で15検体(8. 11 

月）基準値 以下であったが， B, C類型とも全地点で基

準値内であった。75％値においてはA類型も基準値内

であった。

類型

A 

B 

C 
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項 目 最小値

pH 8 00 

COD (mg/I) 0.33 

DO (mg/l) 5.38 

pH 7.96 

COD (mg/I) 0. 4 9

DO (mg/L) 5.07

pH 7.93

COD (mg/l) 0.83

DO (mg/I) 5 38

25％値 中央値 75％値

8.11 8.21 8.38 

1 26 1 54 1 91 

7.16 7 52 8 35 

8.09 8.20 8.37 

1.25 1 54 1.85 

6 90 7.42 8.00 

8 09 8 16 8.26 

1.30 1.79 2.14 

7 10 7.33 8.60 

む回川町

最大値

8 66 

4.72 

10.63 

8.50 

3.68 

10.37 

8 51 

4.45 

10 57 
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栽培漁業技術推進事業（マナマコ）

池浦 繁・桑村 勝士

マナマコは数前海沿岸全域に分布し， 主になまここぎ

網漁業で漁獲される。 本種は定珀性が強いために栽培漁

業の対象種として注目されており． 昭和63年から栽培漁

業の事業化を目的として技術開発研究を続けてきた。 こ

れまでの研究によって生産の基礎技術はおよそ開発され．

試験研究段階における大最生産が可能となった。しかし．

事業化を行うには生産過程全体の効率化および安定化を

更に進める必要がある。平成 7年度事業では． これまで

の生産技術の見直しを行い事業化へ向けて改良すべき課

題の整理を行った。平成8年度はこれら整理された課題

のうち初期餌科条件と生残の関係についての試験を実施

するとともに． 7年度に行った放流および養殖試験の調

査を継統して実施した。

1. 平成8年度生産実績

平成8年度は各試験材料として平均体長15mmで10万

尾を目標として生産を行った。

方 法

採卵にはアオナマコとアカナマコを用いた。 アカナマ

コは平成8年4月24日に宗像郡大島村地先で採集したの

ものを用いた。 アオナマコは平成8年 3月に数前海にお

いて採集したものを用いた。大島村地先で採楳したアカ

ナマコの一部は農前海で放梵したのち回収して用いた。

採卵方法は主に昇温刺激とし， 一部は紫外線照射海水

のかけ流しによる誘発を併用した。調温海水を使用する

場合には， 採卵水栖（容鉦1 t)にカートリッジフィル

タ ー (1 µ m)で濾過した調温海水を入れ． 親ナマコの

飼育水の水温より 5~ 8℃昇温した後， 親ナマコを8~

30尾程度かごに入れ直接昇温海水中につけ水槽を暗硲で

遮光した。誘発は夕方から夜間に行った。 直射日光によ

る昇温の場合には． 産卵水槽にカートリッジフィルター

(1 µ m) i慮過海水を入れ， 親ナマコをかごに入れた状

態で昼頃より直射日光にさらし昇温させたものを， その

まま屋外で産卵させた。 紫外線照射海水のかけ流しを併

用する場合には． 昇温前に数時間紫外線照射海水を親ナ

マコにかけ流し． その後前述の方法で昇温させ誘発を行っ

た。 誘発開始後は約1時間ごとに水槽内を観察し， 反応

が活発な場合は放精放卵批が多くなりすぎないように親

ナマコを適宜取り上げ た。

放卵放精後は親ナマコをかごごと取り上げ暗秘をかけ

たまま微通気で静囮した。 卵はそのまま採卵水槽でふ化

させた。 ふ化後浮上した卵はサイホンで吸い上げ45µm 

のネットを張った水槽で回収した。採卵水槽の底には未

受精卵や親の排泄物がたまっているので底に残った海水

は廃棄した。

ふ化した幼生は水槽に0.5-1.4尾／mlの密度で収容し

た。飼育水はlµmのカー トリッジフィルタ ー で濾過し

た海水を使用し止水飼育した。水槽は暗幕で多い微通気

とした。換水は幼生飼育期間中に 0 ~ 1回行った。餌料

はキ ー トセロスを 1 日 1回， 飼育水の餌濃度が5,000-

2 5,000cells/ml toになるように 与えた。 キ ー トセロス

が不足した場合にはパブロバを代用した。 浮遊幼生はそ

のまま飼育水槽中に苅底させ継続飼育した。着底後の稚

ナマコには粉末海藻（理研ビタミン製：リピックBW)

を適宜与えた。

中間育成水槽には稚ナマコの平均体長が0.3- 1.8mm 

に達した段階で収容した。 初期収容密度は体長0.3mm

で飼育水lトン当たり 3万尾を目安とした。餌料は粉末

海藻及びナイロン製アサリネットまたは波板に付培させ

た付着珪藻を与えた。コペポ ー ダの発生が見られた場合

には， デイプテレックス乳剤あるいはトリクロホルン溶

液を飼育水中有効濃度 2 ppmで薬浴した。 稚ナマコは中

間育成終了後取り上げ ， 重最法により尾数 を打出した。

なお種苗の一部は福岡県栽培漁業公社に中間育成を委託

した。栽培漁業公社における中間育成も当研究所と同様

の方法で行った。 なお生産した種苗は放流等各種試験材

料として用いた。

結果および考察

採卵結果を表1に示した。アオナマコについては， 延

ベ12回誘発し， 6回成功した。 初採卵日は4月17日で，

以後誘発成功率は100％であった。 アカナマコについて

は， 誘発成功率が低く， アオナマコよりも約3週間遅れ
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地域特産種量産放流技術開発事業（コチ）

濱田 豊市・徳田

コチ（マゴチ． ヨシノゴチ）は， 翌前海海域の主幹漁

業である小型底びき網， 小型定置網及び固定式さし網で

漁獲される高級魚で， 盟前海研究所では昭和57年から種

苗生産に取り組んだ魚種である。 平成5年度から5ケ年

計画で国庫補助を得て「地域特産種紐産放流技術開発事

業」が始まり， コチの栽培化に向けて種苗批産技術． 放

流技術並びに査源生態の調査， 研究を実施した。

生態調査の一環として本年は． 前年に引き続き天然魚

の雌雄組成からみた性転換及び成長 について検討した。

I. 種苗生産技術開発

前年に引き続き， マゴチを対象に生産尾数10万尾（平

均全長3 0mm)を目標に種苗生産を実施した。

方

1. 親魚養成及び採卵

法

採卵用親魚の飼育は． 屋外の50トンコンクリ ー ト水槽

(5. 9X5.9X 1.7m)を使用し． 6月23日から開始し， 飼

育水は1日2回転の流水で行った。

種苗生産に用いた飼育親魚は， 当研究所において平成

元年及び2年に種苗生産した人工飼育魚(107尾）であっ

たが ． 採卵が不調であったため． 7月 2 日に塁前市地先

で釣獲された3 尾（全長不明）を追加し． 合計110 尾と

した。 なお， 種苗生産魚の飼育履歴は． 平成元年種苗生

産魚が 冷凍イカナゴで． 平成2年種苗生産魚は配合飼科

でそれぞれ長期飼育したもので， 4月22日からは更に冷

凍イカ， 冷凍エビを追加給餌して親魚仕立てを行った。

なお． 平成2年生産群については， 餌料環境の急変を考

慮し． 適時配合飼料も与えながら飼育した。

また． 種苗生産親魚との比較を目的に ， 当研究所で1

年以上継続飼育した天然親魚(2 9尾） を屋内FRP水楢

(2 .5 X 1.5 X 0. 9m)に収容し． 飼育水は1日2回転にな

るようにして飼育した。餌料は． 主に冷凍イカナゴを与

ぇ． 4月22日からは冷凍エビ． 冷凍イカを混ぜて与えた。

親魚の全長組成は． 図1及び2に示した。

平成元年種苗生産親魚は． 主に冷凍イカナゴ単独で飼

育されたもので． 全て雄で28.5~40. 0cm（平均全長34. 0
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天然長期飼育親魚の全長組成

cm)であるのに対し． 平成2年種苗生産魚は， 雄が28.5

~38.5cm (17尾：平均全長32.9cm)， 雌が3 7.0~47.0cm

(38 尾：平均全長42.8cm)であった。 一方， 天然長期飼
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アサリ資源培養・漁場管理適正化方式策定事業

桑村 勝士・中川 浩一

本事業は近年激i咸したアサリ脊源を回復するために，

種苗大批生産技術， 放流技術および行源管理技術の開発

を行うことを目的としている。これまでの研究によって，

種苗生産技術開発では50t大型水槽を用いて 1 mmサイ

ズの種苗を1生産回時あたり1,000万個のオ ー ダ ー で生

産することが可能となった。また， 中間育成技術開発で

は150t水槽を用いて 2 mmサイズの稚貝を1生産回時

あたり1,000万個のオ ー ダ ーで生産することに成功した。

放流技術においては， 放流稚貝の逸散および生残につい

ての試験を実施し知見を得た。 しかし， 森源管理技術開

発については十分な知見が得られているとはいえない。

そこで， 本事業の最終年度に当たる本年は脊源管理技術

開発に重点を置き事業を実施した。また． 本事業と平成

2 ~ 5年に 実施されたアサリ安定供給特産品化技術開発

事業の成果をあわせて， 今後のアサリ資源増大に関する

研究課題について考察した。

1. 平成8年度種苗生産

平成 8年度は中間育成およぴ放流試験 用の種苗を確保

する 目的で生産を行った。

方 法

種苗生産は春季(4 ~ 5 月）と秋季(10月）の 2回行っ

た。 母貝は翌前海蓑島地先および八屋地先で採集したも

のを用いた。採卵水槽には 1 t円形水槽を用い， 温度 ・

千出•生殖腺添加刺激によって採卵誘発を行った。 得ら

れた卵は採卵水槽でそのままふ化させた後D型幼生で 取

り上げ， 1 t円形水槽に収容密度2個／mlを上限として

収容した。 飼育方法は砂ろ過海水を用いた止水 飼育とし，

換水は原則として 1週間に1回全換水した。餌料は200

~500万cells/mlのPavlova lutheriを1日当たり 2 lず

つ与えた。成長した幼生は 飼育水槽に直接沈着させ、 沈

府促進のための砂敷き等は 行わなかった。春季生産で 得

られた椎貝は使用水槽の都合上中間育成を行わなかった。

秋季生産で得られた稚貝は取り上げ計数後， 珪砂を敷い

た 50tコンクリ ー ト水槽に収容した。 飼育方法は砂ろ過

海水を用いた止水 飼育とし， 1週間に 1回流水によって

換水した。餌料は200~500万cells/mlのPavlova lutheri 

または100~200万 cells/mlのChaetoceros gracilisをl

回当たり200!ずつ1週間に2回与えた。

結果および考察

採卵結果を表1に ， 種苗生産結果を表2に示した。春

季生産では 7回の採卵で 850万個の卵を得た。ふ化率は

39.3~89.7％であった。 得られたD型幼生のうち400万個

を飼育し， 沈済稚貝101.4万個を得た。秋季生産では 3

回の採卵で4,730万個の卵を得た。ふ化率は87.7~88.0%

であった。得られた D 型幼生のうち821万個を飼育し，

沈粁稚貝74.2万個を得た。

春季生産で 得られた椎貝はすべて豊前市宇島地先の干

表1 平成8年度採卵実絞

採卵日 親貝庫址 親貝 養成方法 誘発方法 反応親貝 卵数（個） ふ化数（個）
ふ化率

備 考
(kg) 採梨地 数 （個） (%) 

4月15日 5 森島 室内止水 干出·昇温 ゜ ゜ ゜

5月3日 3 八屋 室内止水 自然（干出） 10-20個 2,340,000 2,040,000 87 .18 
5月3日 I 八屋 室内止水 自然（千出） 2~3個 100,000 廃棄
5月3日 3 蓑島 生海水 自然（干出） 2 ~ 3個 400,000 廃棄
5月5 日 蓑島 生海水 自然 不明 1,840,000 1,650,000 89.67 
5月14日 蓑島 室内止水 干出・昇温•生殖線 ゜ ゜ ゜

5月14日 八屋 室内止水 下出•昇温•生殖線 約20個 3,820,000 1,500,000 39 27 
10月15日 10 八屋 天然 干出・昇温 多数 24,500,000 21,560,000 88.00 
10月16日 10 八屋 天然 干出・昇温 多数 12,800,000 1 1,220,000 87 66 
10月17日 10 八屋 天然 T-出・昇温 多数 10,000,000 廃棄
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浅海性二枚貝増養殖技術開発研究（アカガイ， トリガイ）

中川 浩一 ・桑村 勝士

福岡県塁前海域では， 漁船漁業の漁獲低迷および漁業

者の嵩齢化が進むなか， 地先において手軽に管理でき．

安定した収入の見込める養殖業の普及を望む声が高い。

ここでは．単価が高く， 比較的成長の早いアカガイ， ト

リガイを養殖対象種として選定し． その登殖業化に向け

ての技術開発研究を行った。

アカガイについては， 既に山口， 大 分， 香川県等で初

期種苗(2 mm)から30mmサイズ稚貝までのチョウチ

ンカゴを用いた海中垂下式妥殖（以下中間育成と称す）

それ以降の鉄筋カゴを用いた海底カゴ養殖（以下カと．

ゴ養殖と称す）の二つに分けた方式で行われており， 各々

の養殖技術についてはかなり確立されている。 豊前海域

においても， この方式 を用いて養殖試験を行った結果，

中間育成およびカゴ養殖ともに良好な成長， 歩留まりを

示し ． 事業化の可能性が示唆された。 しかしながら， 中

間育成時における稚貝の成長のばらつき防止， カゴ淡殖

時における地域別の成長差の把握等残された課題も多い。

そこで． 本年度はこれらについて試験を行った。

またトリガイについては． 種苗生産時における浮遊期

幼生の大枯へい死が問題となっている。 これは． 飼育水

中の細菌が原因であるとの知見があること から， これを

防止する方法として特に紫外線殺菌海水の有効性につい

て． 検討を行った。

方 法

1. アカガイ

(1)種苗生産

採卵は．温度刺激法と精子添加法を併用して．6月11 R 

および12日の計2回行った。採卵母貝は平成 5年度より

当地先でカゴ養殖を行っていた殻長75mm前後の 3年貝

を用いた。 得られた浮遊幼生は1 ccあたり 2 個の密度で

lトン水槽に収容し， 飼育を開始した。餌料は300万細胞

/mlに増殖したPavlova Lutheriを 1 日あたり4 ［投餌

した。 平均殻長が220µ mに達した時点で， 付府器として

カキ殻コレクタ ー を垂下した。また， カキ殻 に代わる安価

で， 簡単に入手可能な付杓器 を開発するために1 t水槽

に浮遊幼生を150万個収容し， 材質別垂下試験を行った。

中間育成

中間育成は． 当研究所で種苗生産した稚貝（平均殻長

1.2mm)を用い， 吉富町地先において昨年と同様の方

式で9月4日に開始した。 中間育成場所を図1に示した。

稚貝の平均殻長が約15mmに達した時点でカキ殻コレク

タ ー を除去し， 殻長別に選別を行い． 収容密度別育成試

(2) 

験を行った。

カゴ養殖

カゴ養殖は，

計5ケ所において試験を実施した。 用いた海底カゴ(6 0

x 100X40cm)の目合は12節で． 初期収容 個数は300個

であった。 吉富町地先においては殻長別に選別を行い．

選別育成試験を行った。

(3) 
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トリガイ

生の大凪へい死である。

0 5km 
I I I I I I 

平成8年度アカガイカゴ養殖試験場所

L
-

トリガイの種苗生産上での最大の問題 点は， 浮遊期幼

これは飼育海水中の細菌 による
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放流資源共同管理型栽培漁業推進事業（クルマエビ）

徳田 慎孝•藤本 敏昭

広域回遊性種のクルマエピを対象とした栽培漁業を推

進していくためには， 隣り合った県あるいは生息移動分

布が共通する海域に面した複数県と協調体制をとりなが

ら， 海域を総合的に見て最も適正な場所に， 適正な塁を

放流し共通のル ー ルで管理していく必要がある。 そのた

め， 県間の移動実態， 放流効果， 脊源利用実態等の状況

を明らかにすることを目的として調査を行った。

方 法

I 資源利用実態調査

本海域の漁協及び公営市場を図1に 示した。 漁獲虻は

平成6年度の農林統計脊科より． クルマエピの漁業種類

別組合別月別漁獲餓を求め集計した。なお． 調査にあたっ

ては． 随時漁協への 補足調査を行って数値を補正した。

II 種苗放流

当研究所の種苗放流実組査科及び標識放流試験査料を

整理し． 集計した。

m 生物生態調査

県内開設市場において． 月に2. 3度の頻度で市場調

査を行った。 また漁獲物ば必要によっては買い上げ． 持

ち焔って 測定した。調査対象漁業は． 小型底びき網(2

種及び3 種）． 小型定置網． 固定式刺網とし． 雄雌別に

体長を測定した。

結果及び考察

I 資源利用実態調査

1. 漁獲量

クルマエピ漁獲批の昭和39年からの年別推移を図2に

示した。 漁獲最は昭和40年代は30トン未満と低迷したが，

昭和49年以降は回復し60トン前後と増加した。 昭和59年

には約110トンと最大を示したが． 近年では60~80トン

台で推移し． 比較的安定している。
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図1 市場調査位骰図
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次に平成6 年における漁獲飛の月別推移を図3に示し

た。 月別漁獲は． 1 月から5 月までの冬季から春季にか

けては少ない。しかし， 夏季の 6 月になると急に上昇し．

11月までおよそ10トンを越える漁獲最がある。 そして，
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藻 類 養 殖 技術研 究

桑村 勝士・中川 浩一•徳田 慎孝・江藤 拓也•佐藤 博之

翌前海におけるのり養殖は昭和30年代後期～40年代中
期に最盛期を迎え．年間生産乱1億6,000万枚にも達し
た。しかし．その後全国的な過剰生産による乾のり単価

低迷と設備投行の増大により漁家経営が不安定となり．
40年代後期以降急速に衰退しつつある。しかし．のり登
殖は 漁船漁業の 漁閑期である冬期の買重な収入源であり，

その活性化は海区漁業の振典上重要な課題である。当研
究所ではのり養殖活性化のため， 漁場環境調査，病害発
生状況調査に基づいたのり養殖情報の発行を行ってきた。
以下に平成8年度ののり養殖概況を報告する。

方 法

平成8年度のり漁期中の海況のうち，水温．比重につ
いては翡前市宇島港内の定点において測定を毎日行った。
無機三態窒素屈（DIN)については．毎月1同行われる
浅海定線調査で得られた脊料から全調査点の表層におけ
る平均値を使用した。のり生育および病害発 生状況につ
いては随時のり漁場において調査を行った。

結果および考察

1.今年度の海況
1)水 温

平成8年度の水温の変化を図1に示した。夏季の水温
は平年並かやや低めで推移した。9月から10月にかけて
はほぽ平年並みに推移したが．10月下旬から11月中旬に
かけては水温の下降が停滞し，平年より1 ~ 3℃高めで
推移した。その後，年内は高水温の傾向が続いた後，l
月にはほぽ平年並みとなった。本年度は，秋芽の育苗期
に極めて高水温であったことが特徴的であった。
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2)比 重

8年度の比重の変化を図2に示した。季節を通して平
年より1 - 2 高めの24-25で推移した。
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図2 比重の変化

3)栄養塩類
8年度の農前海における表屈の無機態窒素益(DTN)

の月変化を図3に示した。近年，海区全体の低栄養傾向

が続いているが， 4 月から10月までは従来の傾向と同様
に低栄養傾向 を示した。しかし，11月から12月にかけて
極めて高栄養傾向が続いた。その後， 1 ~ 3 月には平年
並みとなった。本年度は，秋芽および冷凍網初期の 生産
時に例年にない裔栄投であったことが特徴的であった。
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図3 栄養塩(DIN)の変化

2.養殖概況
1)採苗状況
平成8年度の採苗は10月 1日～ 5日にかけて行われた。

10月1日に採苗を行った地区では採苗直後から十分な芽
付きが得られたが．網によって芽数のばらつきやムラ付
きがみられた。10月 5日に採苗を行った地区では．採苗
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カキ養殖安定化対策研究

徳田 慎孝・濱田 豊市

翌前海では冬期の漁槃として． 昭和58年からカキ養殖

が始まり． その後順調に生産を延ばし， 平成 7年には生

産梵6 58トン， 34,275万円（暦年） の水楊げとなった。

しかし．昭和63 年や平成4年にみられた大址へい死や．

波浪による筏の破壊等のため． 生産は必ずしも安定して

いるとはいえず．海域に適した淡殖技術の確立が必要で

ある。 そこで． 本年度は成育状況調査． カキ浮遊幼生調

査． ならびに種苗産地別． 垂下時期別の梵殖試験及び付

抒生物防除試験を行い．これらの調在を基にしてカキ投

殖情報の発行及び養殖指祁を行った。

方 法

1. 浮遊期幼生調査

調査は．6月から9月にかけて 1週間征に． 図1に示

した柄杓田， 恒見． 位根． 蓑島． 宇島の5ケ所の定点で

行った。 幼生の採集は． X X 16の北原式表陪プランクト

ンネットを用いて． 3 m垂直びきによる方法で行った。
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図1 浮遊幼生渦査点

標本はホルマリンで固定後カキ幼生を選別し， 大きさ別

に個体数を楳計した。 なお， 大きさ は1 50µ m以下を小

型幼生， 1 5 1~ 2 10µ mを中型幼生， 211~270µmを大型

幼生， 271µ m以上を付杓期幼生とした。 これらの調査

結果は， 海区内の漁業者にカキ妥殖情報として通知した。

2. 成育状況調査

調企は． 柄杓田（北部漁場）． 恒見， 怜根（土砂処分

場周辺漁場）． 蓑島（中部漁場）． 八屋（南部漁場）の筏

式カキ投殖漁場で 7月から12月にかけて． 原則として毎

月 1回行った。 調査方法は． 筏中央部付近に吊るしてあ

る垂下連から上． 中． 下部のコレクタ ー をそれぞれ一つ

づつ採取し． 合わせたものをサンプルとした。 調査項目

は． 液殖カキの殻高， 軟体部重批． へい死率． 付消個数．

収獲批(1コレクタ ー あたり生貝匝差）である。 なお．

生貝数と死貝数を合わせたものに占める死貝数の割合を

へい死率として求めた。 これらの調査結果についても．

カキ養殖情報の中に記載した。

3, 養殖技術開発試験

(1) コレクターの付着密度別養殖試験

宇島地区に設骰した試験筏で． コレクタ ー の付舒密度

別に試験区を設定して養殖試験を行った。 種苗は4月に

垂下し， 当年12月に成長， へい死率， 収獲龍(1コレク

タ ー あたり生貝重此）を調査した。

試験区は． lコレクタ ー あたりの付着数を10~20個，

3 5~45個， 60個以上の 3 区設定した。

サンプルの採集は， 垂下連から上， 中， 下部のコレク

タ ー をそれぞれ一つづつ採取することで行い， 測定はこ

れらのコレクタ ーを合計して行った。

(2) 垂下連の長さ別養殖試験

宇島地区に設植した焚殖筏で， 垂下連の長さ別の養殖

試験を行った。 試験区は海面からの垂下連長を4 m, 6 

m, 8m, 10mの4区設定した。

蓑殖方法， 調査項目ならびに調査時期はコレクタ ー の

付着密度別養殖試験と同様とした。
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我が国周辺海域漁業資源調査
(1) 標本船調査および関連調査

中川 浩ー ・池浦 繁

本調査は， 数前海の基幹漁業である小型底びき網漁業，

小型定惜網漁業（桝網）および刺網漁業の漁獲，操業実

態調査から， 主要魚種の漁獲実態を解析し， 漁業査源調

査に必要な基礎査科を得ることを目的とした。

方 法

1. 標本船操業日誌調査

ヒラメ， トラフグ， タチウオについて， 調査対象漁業

（小型底びき網， 小型定骰網）経営体に操業日誌の記帳

（漁獲位置使用漁具， 漁獲努力誠， 魚種別漁獲砿等）

を依頼した。

2. 関連調査

戯前海における主要魚種について， 調査対象地域（行

橋市蓑島 ， 嬰前市宇烏）の漁業協同組合の水揚げ台帳 ，

各経営体に依穎した操業日誌等から， 月別魚種別漁法別

の水揚げ批を調査した。

結 果

1. 標本船操業日誌調査

平成8年度の標本船操業日誌委託実組を表1に示した。

また， 調査結果を表2に示した。

2. 関連調査

平成8年度の関連調査実績を表3に示した。 また， 調

査結果を表4-1~3に示した。 なお， 標本船操業日誌

調査表および関連調査表は， 南西海区水産研究所に適宜

送付した。

表1 平成8年度 標本船操業日誌委託実績

操 業 日 誌 委 託 月

調査地 対象魚種 漁業種類 平成8年 平成9年
合計

5 6 7 8 ， 10 11 12 2 3 

蓑 島 ヒ ラ メ 小型底ぴき網 12 

小型底びき網 12 
タチウォ

小型定骰網 12 
島

小型底びき網 12 
トラフグ

小 型定骰網 12 

表2 標本船操業日誌調査結果

月 別 漁 獲 址(kg)

調査地 対象魚種 漁業種類 平成8年 平成9年

4 5 6 7 8 ， 10 11 12 2 3 

蓑 島 ヒ ラ メ 小型底びき網 ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜

小型底びき網 ゜ ゜ 18 108 ゜ 0 1,637 185 30 ゜ ゜ ゜
タチウォ

小 型定骰網 ゜ ゜ 12 ゜ ゜ ゜ 62 161 ゜ ゜ ゜ ゜

小型底ぴき網 21 34 15 ゜ ゜ 0 6,265 332 462 ゜ ゜ ゜
トラフグ

小 型定骰網 172 414 2 ゜ ゜ 27 42 86 ゜ ゜ ゜ 58 
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我が国周辺海域漁業資源調査
(2) 卵稚仔分布調査

江藤 拓也・神菌 真人・佐藤 博之

本調壺は． カタクチイワシを対象として，その卵およ

び稚仔の分布状況を把握し，査源評価の基礎；資料とする。

方 法

調査点を図1に示す。毎月上旬に丸特ネットB型を用

い．底陪直上1.5mから鉛直曳きにより標本を採取した。

採取した標本は．ホルマリンで固定し．実験室に持ち

帰り，沈殿屈とカタクチイワシの卵と稚仔の計数を行っ

た。

1 3 1. 10' 

34°

40'

5゚
 

10 20km
大分県

図1 調 査 点

結 果

図2にカタクチイワシ卵．稚仔の年度別の採集状況を

示す。

平成8年度の総採机卵数は554粒であり．過去5ケ年

（平成3 ~ 7 年度）の平均1378 粒に比べて40％である。

椎仔については，245尾採楳され．過去5ケ年（平成

3 ~ 7 年度）の平均299尾に比べて82％である。

図3にカタクチイワシ卵の年度別．月別の採集状況を

採集数の多かった5~9月について示す。

カタクチイワシ卵は． 6~7月の2ヶ月間に総採集数

の98 ％を占める545粒が採集され，例年と同様の傾向を

示した。

図4にカタクチイワシ稚仔の年度別．月別の採集状況

を採集数の多かった5 ~ 9月について示す。

カタクチイワシ稚仔は， 6 ~ 7月の2ヶ月間に総採集

数の99％を占める244尾が採染され．例年と同様の傾向

を示した。
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水 産 資 源 調 査
行橋周辺地先における重要二枚貝類調査

池浦 繁・桑村 勝士・中川 浩一

翌．前海は干潟が多く， 以前より二枚貝の産地であった

が， 近年は行源が減少している。 そのため， 漁業者も地

先ン代源を有効利用するために， 採貝漁業の解禁日や自主

規制を取り決め． 資源管理に取り組んでいる。 そこで本

年度は採貝漁業の盛んな行橋市周辺の地先において， 水

産上重要な二枚貝類の分布調査を行った。

方 法

調査海域の概要を図1' 調査点を図2に示した。

調査方法については， 平成 8 年9月30日は， 通常採貝

漁業に使用されているじよれんによる50m 引きによって

二枚貝類を採集した。 同年10月25日， 平成9年1月11日

はポンプ網の5 分間引きによって採躾した。 漁具効率に

ついては， じよれんは0.95"． ポンプ網は0. 43 2)として

取り扱った。 採焦した二枚貝類は． 種類別に分け殻長等

を測定した。 なお， 殻長の測定はじよれんまたはポンプ

山口県
34゜OO'l

33゜35'
131`°-6 国20'

図1 調査海域の概要

網1回引きあたり1種類で最大50個までとした。

8年9月30日

2

8年10月25日

ー

3
4

.

2
 

ー

2

9年1月11日

3

4
 5

6

．

．

 

図2 行橋地先における調査点

結果及び考察

二枚貝類の分布状況について図3に， 採集した二枚貝

類の殻長組成を図4-1~4に示した。9月30日のStn.5

は 3回， Stn.10, 12, 13, 15は 2回じよれんをひいて 採

媒した。

アサリについては， 9月30日の調査では概して少なく，

最も密度の高かった Stn. 5 で53.3個／50面であり， 他の

調査点では 0 ~ 16.8個／50m2であった。 なお ， ほとんど

の調査点のアサリは平均殻長が38~43mmであったが，

Stn. 5 と17のみ平均殻長が33mmとやや小型であった。

10月25日の調査点ではアサリは採集されなかった。 1 月

11日では， アサリは採集されたものの， 1.1~5.4個／m2

と極めて少最であった。
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資源管理型漁業推進総合対策事業
(1) 管理計画策定調査（カレイ類）

濱田 豊市・池浦 繁

本事業は，瀬戸内海西海域広域回遊査源管理型漁業推
進事業として，第1期のトラフグに引き続き，平成5年
度において塁前海で漁獲された魚類の中で最も漁獲批の
多かったカレイ類（イシガレイ，マコガレイ）を対象魚

種とし，その漁獲が多い小型底びき網漁業，固定式さし
網漁業及び小型定樅網漁業（雑魚桝網漁業）を対象漁業
として行っている。また，調査海域は山口県，大分県の

協力を得て周防灘とした。昨年度は，天然脊源調査の最
終年に当たるため「管理指針」を作成し，漁業者に提示
した。今年度は，管理指針の 1項目として挙げた「小型
魚の保護（全長20cm未満魚の再放流）」を実行に移すに
あたって，現漁獲組成中小型魚の占める割合を調査した。
併せて，時期別大きさ別単価についても調査した。

1.漁業種類別時期別水場げ物組成調査
小型魚を保護するということは，漁業者からみれば今

まで水揚げできていたものが水揚げできなくなるという
ことでその影押は大きい。そこで，市場調査により水揚
げ物の現状を調査し，小型魚の占める割合を把握した。

方 法

調査は，翡前海区における漁協市場 4箇所（柄杓田，
苅田町，蓑島及び椎田町）を対象にカレイ類の水揚げ物
を漁業種類別に全長の測定を行った。ただし，1 ~ 3月
は殺島が休場になるため，行橋市魚市場で調査を行った。

調査頻度は．原則として毎月 2回とした。

結果及び考察

調査結果は．測定尾数が少ない月があるので 2ヶ月毎
にまとめ，全漁業種類及び管理対象漁業種類毎 に時期別
に全長組成を整理し．図1-1~4に示した。

これらの結果を，「管理指針：全長20cm以下の個体の

再放流 」を前提にみてみると．全漁業種類を対象にした
場合，カレイ類（イシガレイ，マコガレイ）を年間を通
じてみると．測定個体2,368尾のうち全長20cm以下の占

める割合が，49.8%(1,1 79尾） とほぽ半分を占めてい
た。特に割合が高いのは．8. 9月(71.6%）であった。

次に管理対象漁業種毎にみていくと，小型底びき網漁
業にあっては．全測定個体72 6尾中351尾(48 . 3%）であっ

た。特に小型個体の占める割合が高いのは，全体と同じ

く8, 9月(68.8%）であった。小型定置網 （桝網 ）漁
業については．675尾中31 2尾(4 6.2%）であったが．8,
9月においては水揚げ尾数も少ないが，その全ての個体
が15cm以下の小型個体であった。一方．固定式さし網
の場合は，5 5 4尾中336尾 (60.6%）で他の漁業より小型
魚の占める割合が高いが．その内訳は他の漁業と異なり，

夏場(8. 9月）の漁獲は少なく．2. 3月に全長20cm

以下の小型魚を多く漁獲する(91.2%）傾向がみられた。
固定式さし網の場合は，他の漁業と異なり漁獲目的物を
明確にしたうえで操業するためであろう考えられた。言
い換えれば．カレイ類を目的として操業するのは．10月

200 
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50 
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図1-1 カレイ類の時期別全長組成
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資源管理型漁業推進総合対策事業
(2) 沿岸特定資源調査（豊前海南部地区：ナマコ）

桑村 勝士・ 池浦 繁

盟前海に分布するナマコはマナマコ（以下， 単にナマ

コとする）であり． 冬季のなまここぎ網漁業の経営を支

える重要な漁獲対象種である。本種は定着性資源である

ことから局所的な高い漁獲努力によって漁場が荒廃しや

すい。また， なまここぎ網漁業は漁場が岸近くで操業の

労力が少ないこと， 設備投脊が他の漁業種類に比べ安価

なこと． ナマコの単価が高く労力に対する収益性が高い

ことなど． 高齢者が従事するための好条件を備えている

ことから謀齢化時代における基幹漁業として注目されて

いる。したがって， 従事者数は将来著しく増加すること

が予想され， 漁獲圧も高まりとともに惰源に璽大な影響

を与える可能性は極めて高いと推察される。そこで， ナ

マコ脊源の詳細を調査し， 査源管理計画をたてることを

H的に平成7 ~ 8年の2ケ年で事業を実施した。

平成8年度調査の概要

前報（桑村他， 19 96)に示した全体計画にしたがい．

資源生態調査および漁業実態調査を継続して行った。調

査海域を図1に示した。調査海域は図1に示すように漁

場の特徴などから北部． 中北部， 中部， 中南部および南

部の 5つに大別した。汽源生態調査では． 潜水採集によ

る分布調査および成長， 成熟の調査を実施した。漁業実

態調査では， 統計賽科調査， 標本船日誌による操業実態

調査， アンケ ー トによるなまここぎ網漁業従事実態調査

および市場における漁獲物調査を実施した。これらの調

査の結果と平成7年度結果を併せて比較検討し， 脊源管

理方策の提案を行った。

方 法

1. 資源生態調査

1)分布調査

ナマコの分布および生息批を明らかにするために潜水

による分布調査を行った。調究地点を図2に示した。図

2に示した地点において海岸線と垂直方向に50~ 150m 

の採集線を設けた。採集線は調在地点の水深， 地形およ

び底質等の環境変化を偏りなく網羅するように設定した。

潜水後， まず採梨線上の環境変化を目視観察により記録
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調査海域

した後採集線の両側約1.5mの範囲で発見されたナマ

コをすべて採集した。採集したナマコは採梨された水深

等の生息環境条件ごとに， 銘柄（アカ， アオ， クロ）別

に計数し体重を測定した。

2)成長成熟調査

各調査で得られたナマコの体韮， 殻重および生殖腺重

祉の測定を行った。成熟度は

成熟度＝

生殖腺重掻(g)/1殻重(g)＋生殖腺重益(g)! XlOO 

で表した。

2. 漁業実態調査

1)統計資料調査

ナマコの漁獲および賽源の動向を把梱するために． 平
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資源管理型漁業推進総合対策事業
(3) 沿岸特定資源調査（豊前海地区：クロダイ）

池浦 繁・桑村勝士・中川浩一

也前海におけるクロダイの漁獲祉は平成7 年で63トン

であり，ピーク時の昭和57年と比べると，23％程度の低

い水準となっている。 これは農前海魚類漁獲全体の3.4

％であるが，多魚種少批型の査源構造といわれる塁前海

においては．重要魚種の一 つである。

本事業では．平成8 年から10年までの 3 年間，クロダ

イ賽源の合理的利用を確立するための方策に関して調査

を行うものである。

1.漁獲統計調査

方 法

農林水産統計査料のデ ー タを用い，クロダイの年別漁

獲筵月別漁業種類別漁獲批などからクロダイの；介源動

向等を調査した。

結果および考察

翡前海におけるクロダイの漁業種類別漁獲批の推移を

図1に示した。漁獲磁は昭和40年代は13~62トンで推移

したが，昭和50年代には急増し．最高で271トンの漁獲

鈷に達した。その後は減少し，近年は50~90トン台で推

移している。

漁業種別漁獲批は ， ピークの昭和57年では小型底びき

網による漁獲が123トンで全漁獲乱の45.4％を占めたが ，

平成7 年では17トン，27.0％で他の対象漁業種である小

型定骰網，刺網よりも漁獲祉，漁獲割合とも減少が大きい。

月別の漁業種別漁獲盤を図2に示した。3月 まではク

ロダイの漁獲は少ないが，4月以降は各漁業種類 で漁獲

され， 小型定囮網では 4~6月と，10~11月に漁獲のピー
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図2 豊前海における月別漁業種類別クロダイ漁獲批の推移

クがある。小型底びき網では全面解禁となる 6月から本

格的な漁獲が始まり．7月に ピークを迎えた後漁獲批は

減少する。事業の対象である小型底びき網．小型定骰網．

刺網で全体の漁獲醤の84％が漁獲されていた。

2.標本漁船調査

方 法

対象漁協から小型底びき網10隻， 1そうごち網 4隻，

小型定閻網 1統を選定し．操業日誌の記帳を依頼し，こ

れからCPUE,操業等について調査した。小型底びき

網のCPUEは漁獲尾数／曳網回数．1そうごち網は漁獲

尾数／投網回数． 小型定薗網のCPUEは 1統当たりの漁

獲尾数／張網日数で求めた。

結果および考察

小型底びき網及び1そうごち網の漁区別CPUEの推

移を図3及び図4,小型定骰網のCPUEの推移を図5

に示した。1年間の漁獲尾数は小型底びき網384尾， 1そ

うごち網1141尾．小型定置網425尾であった。

小型底びき網は，4月は操業区域が南部のみであり．

漁獲尾数も1 尾のみである。5月に入ると操業区域が 中

部まで及び．本格的に漁獲され始める。6月に入ると 2

種の操業が本格的になり，年間で最も多い189尾が漁獲

され．CPUEも最大で1.58という高い値を示した。5.

6月は産卵期の親魚を中心とした漁獲と推測される。7

月になると漁獲尾数は減少し始め． 以降は散発的な漁獲
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資源管理型漁業推進総合対策事業
(4) 重要甲殻類栽培資源管理手法開発調査（ヨシエビ）

徳田 箕孝・濱田 豊市

前年度までの研究で稚エピは河口域に生息していて出

現時期や分布状況が明らかになった。一方，成エピは沿
岸域で定置網や小型底びき網で漁獲され，前者と同様に
かなり生態が明らかになっている。しかしながら，生活
史のなかの稚エピから成エビまでの間の生態がほとんど
明らかになっていない。このため，移動生態や放流効果

が把握されていない。
本年度は，放流直後の減耗防止，標識放流による稚工

ビの移動生態，漁獲加入実態，成長 ，放流効果の検討な
どを行って若干の知見を得た。

1.放流直後の減耗防止

(1) 食害状況調査

目 的

前年度までの調査で．ヨシエビは放流直後に魚類（主
にスズキ）によって食害されることがわかった。本年は，

放流点に魚類の進入を拒む網（以下おどし網と言う）を
作製して．その効果を把握するとともに，放流直後の食
害状況調査を引き続き行った。

方 法

平成8年8月26日18:00に平均体長27.9 mm（士3.88)
のヨシエピ約5.5万尾（金線標識率86.6%）を行橋市今
川河口に放流し．放流点付近におどし網および建網を設
爵して捕食魚の食害状況を調査した。調査点および漁具
の設置状況を図1におどし網の構造を図2に示した。
おどし網は目合15cmのノリ網を利用して作製しており．

放流点 St.5 St.8 
si.:_1へ峯

/ / 
建網（上流）おどし網建網（下流）

図1 おどし網調査点

＾

＂

 

m6
 
�

 

浮f//―-
--~--

尋のり網喜
‘15cm

5m 

翠

図2 おどし網の構造

小型のスズキは自由に通り抜けられる大きさである。そ
れを．網の端と川岸に間隙ができないように川を遮断す

る形で設骰した。建網はおどし網を設置した直後に．ぉ
どし網の上流部と下流部の2ケ所に投網した。調査は．
放流日 の8月26夕～27日朝と放流3 日後の8月29夕～30
日朝の2回行った。なお．その後の食害状況を明らかに
するために，放流 6 日後の9月 1 日夕～ 2 日朝において
も建網調査を行ったが，その際におどし網は設置してい
ない。また，おどし網効果把握の補足調査として．平成
9年3月23夕～24朝にも同様の方法で調査を行った。

採集魚は，種類体長．体重．胃内容物の種類及び重
屈を計測した。

結果および考察

採集魚の胃内容物調査の結果を表1に示した。放流日
にあたる8月26日昼～ 夕の第1回目の調査では．おどし
網上流部でスズキ4尾が採集され． そのうち体長281
mmのスズキ1尾から金線標識が1個確認された。また．
放流3 日後にあたる8月29 日夕～30日朝の第2回目の調
査では，おどし網下流部でスズキ1 尾が採集され．ヨシ
エビ4 尾を捕食していた。この2回の調査では．スズキ

の採捕尾数が少ないために，おどし網の効果を明らかに
することは不十分と思われた。また．第1回目の調査は
ヨシエピの放流時間が遅れ．ほぼ満潮時におどし網を設
置したので，設龍前にスズキが上流部まで入り込んでい
る可能性が高く，試験設定が適当でなかったと考えられ
る。

このため，おどし網の効果をさらに検証するため，翌
年3月 に補足調査を行った。採捕された魚類のほとんど
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資源管理型漁業推進総合対策事業
(5) 資源管理等沿岸漁業新技術開発事業

桑村勝士・中川浩一 •藤本敏昭

小型底びき網漁業は， 翌前海において最大の漁獲操を

あげる重要な漁業種類である。 しかし， 本漁業種類は多

くの種を同時に漁獲対象としていることから， 有用魚種

の幼稚仔を大龍に混獲投棄しているのが現状である。 特

に， カレイ類， シャコおよび小型エビ類においては， 幼

稚仔が夏場に大批に漁獲され投棄されており， これらの

投棄後死亡率は極めて高い。 シャコについては脊源管理

方策として体長12cm未満の個体の再放流が実施されて

いるが， このような実態から再放流は十分な効果をあげ

ているとはいえず， 不合理な漁獲実態を改善し森源の有

効利用方法を検討することは急務であるといえる。 本事

業ではこのような現状を踏まえ， 平成7~9 年の3ケ年

で， ①現行漁具の特性の把握， ②網構造および網目の改

良③漁具改良効果の実証という順序で研究を進める。

1. 平成8年度試験結果

平成8年 度は，7年度に引き続き現行漁具の特性を把

握することを目的として， 袖網および身網部分の大規模

な網目拡大が漁獲に及ぼす影響についての試験を実施し

た。

方 法

福岡県翌前海区で標準的に使用されているえびこぎ網

の袖網および身網部分の目合を粗目と細目の2通りに変

えて漁獲試験を実施し漁獲物組成を比較した。

使用した漁具の模式図を図1に示した。 漁具はマジッ

クテ ー プを用いて袖網および身網部分の網地を交換でき

るえびこぎ網を用いた。 使用網地は目合の大きな網（以

下粗目網とする）で袖網部分6.5節． 身網部分9節． 小

さな網（以下細目網とする）で同12節．12節を用いた。

袋網は両網とも14節とした。 なお， ここでいう袖網部分

とは， えびこぎ網におけるわき網（袖網部）および前天

井網のことを， また身網部分とはハスワ（身網側面部）

と天井網のことをいう。 ビー ムの長さおよび漁船は当海

域で標準的に使用されているものを用い． ピー ムは15m,

漁船は小型底ぴき網漁船(5 t, 15馬力未満）とした。

試験海域は当海区全域とした。 試験は平成8年6 月5'

(15ml 

天井網(6.5節・12節）

袋網
14節

ハスワ(65節・12節）

わぎ網(6.5節・12節）

図1 試験網模式図

12, 13 日，7月3, 4 日，8月19, 20 日および10 月17,

18日に実施した。8月の調査は夜間操業， その他は昼間

操業とした。 各月の調査においては，2 種類の網を同 一­

漁場および同一時間帯でそれぞれ等しい回数曳網した。

全調査の総曳網回数は各網それぞれ35回ずつ計70 回であっ

た。

曳網時間は曳網開始から終了までの15分を標準とし，

秒の単位まで曳網時間を記録した。 曳網速度は 2 ~3.5 

ノットとした。 曳網開始時には水深を測定し， 曳索の長

さは原則として測定された水深の5倍とした。 曳網開始

位置および終了位置をGPSを用いて記録した。

漁獲物は船上でゴミ等を選別した後， 各曳網回ごとに

適宜分割抽出して持ち掃り， 表1に示した魚種について

種類別に曳網回ごとの漁獲尾数， 重飛およびサイズを測

定した。 サイズ測定は100 尾を上限として甲殻類は体長，

魚類は全長の測定を行った。 なお， 測定対象魚種のうち，

大型エビ類はクルマエピ， クマエビおよびヨシエピの合

計， アジ類はマアジとマルアジの合計， ネズッポ類はネ

ズミゴチとハタタテヌメリの合計尾数である。

解析にあたっては， 分割時の抽出率および曳網時間か

ら粗目網と細目網のそれぞれについて， 各曳網回の15分

あたりの種類別漁獲尾数および重乱を換算し， その平均

値を有意差の検定を行い比較した。 また， 同様に粗目網

と細目網のそれぞれについて種類別の体長階級別総漁獲
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